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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】顔料の分散性、分散安定性に優れ、顔料分散剤として有用な高分子化合物および
その製造方法、顔料分散組成物、光硬化性組成物、並びにカラーフィルタおよびその製造
方法を提供する。
【解決手段】下記一般式（１）～（３）のいずれかで表される高分子化合物。式中、Ｒ１

は、（ｍ１＋ｎ１）価、Ｒ４は（ｍ２＋ｎ２）価、Ｒ７は（ｍ３＋ｎ３）価の有機連結基
、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ８、Ｒ９は単結合、２価の有機連結基を表す。Ａ１、Ａ２

、Ａ３は有機色素構造を含む１価の有機基、ｍ１～ｍ３は１～８、ｎ１～ｎ３は２～９、
ｍ１＋ｎ１、ｍ２＋ｎ２、ｍ３＋ｎ３は３～１０を満たす。Ｍ１、Ｍ２、Ｍ３は１価の有
機基を表す。ｐ、ｑ、ｒは２～８、ｂ、ｃ、ｄは１～１００を表す。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）～（３）のいずれかで表される高分子化合物。
【化１】

〔式中、Ｒ１は、（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基を表し、Ｒ４は（ｍ２＋ｎ２）価の有機
連結基を表し、Ｒ７は（ｍ３＋ｎ３）価の有機連結基を表す。Ｒ２、Ｒ３、Ｒ５、Ｒ６、
Ｒ８およびＲ９は各々独立に、単結合または２価の有機連結基を表す。Ａ１、Ａ２および
Ａ３は各々独立に、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウ
レア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素基、アルコキ
シシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、および水酸基から選択される少なくとも１
種を含む１価の有機基を表す。ｍ１、ｍ２およびｍ３は各々独立に、１～８の整数を表す
。ｎ１、ｎ２およびｎ３は各々独立に、２～９の整数を表す。ここでｍ１＋ｎ１、ｍ２＋
ｎ２、およびｍ３＋ｎ３は各々独立に、３～１０を満たす。Ｍ１およびＭ３は各々独立に
、１価の有機基を表す。Ｍ２は各々独立に、水素原子または１価の有機基を表す。ｐ、ｑ
およびｒは各々独立に、２～８の整数を表す。ｂ、ｃおよびｄは各々独立に、１～１００
の整数を表す。〕
【請求項２】
　前記一般式（１）～前記一般式（３）におけるＡ１、Ａ２、およびＡ３が各々独立に、
有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウレア基、および炭素
数４以上の炭化水素基から選択される少なくとも１種を含む１価の有機基である請求項１
に記載の高分子化合物。
【請求項３】
　下記一般式（１’）、（２’）、（３’）、（２''）または（３''）で表される高分子
化合物。

【化２】
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【化３】

〔式中、Ｒ１は、（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基を表し、Ｒ４は（ｍ２＋ｎ２）価の有機
連結基を表し、Ｒ７は（ｍ３＋ｎ３）価の有機連結基を表す。Ｒ２、Ｒ３、Ｒ５、Ｒ６、
Ｒ８およびＲ９は各々独立に、単結合または２価の有機連結基を表す。Ａ１、Ａ２および
Ａ３は各々独立に、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウ
レア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素基、アルコキ
シシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、および水酸基から選択される少なくとも１
種を含む１価の有機基を表す。ｍ１、ｍ２およびｍ３は各々独立に、１～８の整数を表す
。ｎ１、ｎ２およびｎ３は各々独立に、２～９の整数を表す。ここでｍ１＋ｎ１、ｍ２＋
ｎ２、およびｍ３＋ｎ３は各々独立に、３～１０を満たす。Ｍ１およびＭ３は各々独立に
、１価の有機基を表す。Ｍ２は各々独立に、水素原子または１価の有機基を表す。ｐ、ｑ
およびｒは各々独立に、２～８の整数を表す。ｂ、ｃおよびｄは各々独立に、１～１００
の整数を表す。〕
【請求項４】
　重量平均分子量が３，０００～１００，０００である請求項１～請求項３のいずれか１
項に記載の高分子化合物。
【請求項５】
　顔料分散剤である請求項１～請求項４のいずれか１項に記載の高分子化合物。
【請求項６】
　有機溶媒中に、顔料と、請求項５に記載の高分子化合物と、を含有する顔料分散組成物
。
【請求項７】
　請求項６に記載の顔料分散組成物と、重合性化合物と、光重合開始剤と、を含有する光
硬化性組成物。
【請求項８】
　基板上に、請求項７に記載の光硬化性組成物を用いてなる着色パターンを備えるカラー
フィルタ。
【請求項９】
　請求項７に記載の光硬化性組成物を直接もしくは他の層を介して基板上に付与して感光
性膜を形成し、形成された感光性膜にパターン露光および現像を行なうことにより着色パ
ターンを形成するカラーフィルタの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、新規な高分子化合物、該高分子化合物を用いた顔料分散組成物、光硬化性組
成物、並びにカラーフィルタおよびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　カラーフィルタは、有機顔料や無機顔料を分散させた顔料分散組成物に、多官能モノマ
ーおよび光重合開始剤、アルカリ可溶性樹脂およびその他成分を含有して着色感光性組成
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物とし、これを用いてフォトリソ法などにより製造されている。
【０００３】
　近年、カラーフィルタは、液晶表示素子（ＬＣＤ）用途ではモニターのみならずテレビ
（ＴＶ）へと用途が拡大する傾向にあり、この用途拡大の傾向に伴い、色度、コントラス
トなどにおいて高度の色特性が要求されるに至っている。また、イメージセンサ（固体撮
像素子）用途においても同様に色特性の高いものが求められるようになっている。
【０００４】
　上記のような要求に対して、より微細な状態で顔料を分散させること（良好な分散性）
、安定な状態で分散させること（良好な分散安定性）が求められている。分散性が不十分
である場合には、形成された着色レジスト膜にフリンジ（エッジ部のギザギザ）や表面凹
凸が生じ、製造されるカラーフィルタの色度や寸法精度が低下したり、コントラストが著
しく劣化したりするという問題がある。また分散安定性が不十分である場合には、カラー
フィルタの製造工程において、特に、着色感光性組成物の塗布工程での膜厚の均一性が低
下したり、露光工程での感光感度が低下したり、現像工程でのアルカリ溶解性が低下した
りするという問題が生じ易い。さらに、顔料の分散安定性が悪い場合には、時間の経過に
伴い、着色感光性組成物の構成成分が凝集を起こして粘度が上昇し、ポットライフが極め
て短くなるという問題もある。
【０００５】
　しかしながら、顔料の粒子径を微細化すると顔料粒子の表面積が大きくなるため、顔料
粒子間の凝集力が強くなり、高度なレベルで分散性と分散安定性を両立することは、困難
であることが多い。
【０００６】
　このような問題を解決するために、様々な顔料分散剤が開発されている。
　例えば、有機色素とポリマーを結合させたポリマー顔料分散剤が提示されている（例え
ば、特許文献１参照）。これは分散剤中に導入された有機色素と顔料粒子との相互作用が
強くなるために、ポリマー顔料分散剤の顔料粒子への吸着が促進され、分散性が向上する
ものと考えられる。
【０００７】
　また、ポリマー部分の片末端あるいは両末端にのみ有機色素や複素環を導入したポリマ
ー顔料分散剤が提示されている（例えば、特許文献２～３参照）。特許文献２は、顔料表
面に効率よく有機色素や複素環を吸着させると共に、ポリマー部分と分散媒との十分な親
和性を持たせることにより、分散安定化に十分な吸着層を確保しようとしたものであり、
特許文献３では、有機色素や複素環を有する連鎖移動剤を利用することで、特許文献２に
対して合成手法上の改良がなされている。
【０００８】
　更に、ジアルキルアミノ基を導入した塩基性の顔料誘導体を添加することにより、カル
ボン酸基を有するアクリル樹脂を用いて分散性を向上させるものがある（例えば、特許文
献４参照）。加えて、ポリマー部分の片末端にのみスルホン酸基またはモノ硫酸エステル
基を導入したポリマー顔料分散剤が開示されており（例えば、特許文献５参照）、これは
顔料表面（特に塩基性の顔料）に効率よくスルホン酸を吸着させると共に、ポリマー部分
と分散媒とに十分な親和性を持たせることにより、分散安定化に十分な吸着層を確保しよ
うとするものである。
【０００９】
　しかしながら、上記の特許文献１に記載のポリマー顔料分散剤では、ポリマー中にラン
ダムに有機色素が導入されるために、ポリマー部分と分散媒との親和性が弱まり、分散安
定化に十分な吸着層を確保しにくくなったり、また、ポリマー中への有機色素あるいは複
素環の導入量が増加すると分散媒への溶解性が減少するため、分散安定化に十分な吸着層
を確保できなくなったりするという問題がある。
【００１０】
　また、特許文献２に記載のポリマー顔料分散剤では、ポリマーの末端に複数の有機色素
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言い難い。そのため、分散安定化に十分な吸着層を確保できない場合がある。さらに、こ
のポリマー顔料分散剤は、有機色素あるいは複素環と、ポリマー末端を高分子反応により
結合させるという合成手法の観点でも、容易な方法であるとは言い難い。
　特許文献３に記載のポリマー顔料分散剤も同様に、ポリマーの末端に複数の有機色素や
複素環を導入したものではなく、しかも導入が困難なことから、顔料表面への吸着が十分
に強いとは言い難い。そのため、分散安定化に十分な吸着層を確保できない場合がある。
【００１１】
　更に、特許文献４では、塩基性の顔料誘導体はそれ自身が着色しているため、顔料分散
組成物を所望の色に調整するためには、利用可能な顔料が限られたり、カルボン酸基を有
するアクリル樹脂は、高分子主鎖中にランダムに存在するため、複数の顔料間を架橋して
分散性を悪化させたりするという問題がある。
【００１２】
　加えて、特許文献５のポリマー顔料分散剤は、高分子反応により末端基を導入する点で
、工業的に有利に顔料分散剤を製造できる合成手法とは言い難く、酸性顔料に対する分散
安定化効果は不十分な場合がある。
【特許文献１】特開平４－１３９２６２号公報
【特許文献２】特開平９－７７９８７号公報
【特許文献３】特開平９－７７９９４号公報
【特許文献４】特開平１１－１８９７３２号公報
【特許文献５】特開２００２－２７３１９１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、上記に鑑みなされたものであり、顔料の分散性、分散安定性に優れ、顔料分
散剤として有用な高分子化合物、該高分子化合物を用いて調整された、色特性が良好で、
カラーフィルタを構成するときには、優れたアルカリ現像性および高いコントラストを得
ることができる顔料分散組成物、光硬化性組成物、並びに色特性が良好でコントラストの
高いカラーフィルタ、およびその製造方法を提供することを目的とし、該目的を達成する
ことを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明は、ポリマー末端に、顔料に対する吸着能を有する複数の構造あるいは官能基を
導入することが、顔料分散剤として用いたときの分散性、分散後の分散安定性の向上に有
効であるとの知見に基づいて達成されたものである。前記課題を達成するための具体的手
段は以下の通りである。
【００１５】
＜１＞下記一般式（１）～（３）のいずれかで表される高分子化合物。
【００１６】
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【化１】

【００１７】
　式中、Ｒ１は、（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基を表し、Ｒ４は（ｍ２＋ｎ２）価の有機
連結基を表し、Ｒ７は（ｍ３＋ｎ３）価の有機連結基を表す。Ｒ２、Ｒ３、Ｒ５、Ｒ６、
Ｒ８およびＲ９は各々独立に、単結合または２価の有機連結基を表す。Ａ１、Ａ２および
Ａ３は各々独立に、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウ
レア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素基、アルコキ
シシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、および水酸基から選択される少なくとも１
種を含む１価の有機基を表す。ｍ１、ｍ２およびｍ３は各々独立に、１～８の整数を表す
。ｎ１、ｎ２およびｎ３は各々独立に、２～９の整数を表す。ここでｍ１＋ｎ１、ｍ２＋
ｎ２、およびｍ３＋ｎ３は各々独立に、３～１０を満たす。Ｍ１およびＭ３は各々独立に
、１価の有機基を表す。Ｍ２は各々独立に、水素原子または１価の有機基を表す。ｐ、ｑ
およびｒは各々独立に、２～８の整数を表す。ｂ、ｃおよびｄは各々独立に、１～１００
の整数を表す。
【００１８】
＜２＞前記一般式（１）～前記一般式（３）におけるＡ１、Ａ２、およびＡ３が各々独立
に、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウレア基、および
炭素数４以上の炭化水素基から選択される少なくとも１種を含む１価の有機基である前記
＜１＞に記載の高分子化合物。
【００１９】
＜３＞下記一般式（１’）、（２’）、（３’）、（２''）または（３''）で表される高
分子化合物。
【００２０】
【化２】

【００２１】



(7) JP 2010-53182 A 2010.3.11

10

20

30

40

50

【化３】

【００２２】
　式中、Ｒ１は、（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基を表し、Ｒ４は（ｍ２＋ｎ２）価の有機
連結基を表し、Ｒ７は（ｍ３＋ｎ３）価の有機連結基を表す。Ｒ２、Ｒ３、Ｒ５、Ｒ６、
Ｒ８およびＲ９は各々独立に、単結合または２価の有機連結基を表す。Ａ１、Ａ２および
Ａ３は各々独立に、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウ
レア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素基、アルコキ
シシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、および水酸基から選択される少なくとも１
種を含む１価の有機基を表す。ｍ１、ｍ２およびｍ３は各々独立に、１～８の整数を表す
。ｎ１、ｎ２およびｎ３は各々独立に、２～９の整数を表す。ここでｍ１＋ｎ１、ｍ２＋
ｎ２、およびｍ３＋ｎ３は各々独立に、３～１０を満たす。Ｍ１およびＭ３は各々独立に
、１価の有機基を表す。Ｍ２は各々独立に、水素原子または１価の有機基を表す。ｐ、ｑ
およびｒは各々独立に、２～８の整数を表す。ｂ、ｃおよびｄは各々独立に、１～１００
の整数を表す。
【００２３】
＜４＞重量平均分子量が３，０００～１００，０００である前記＜１＞～＜３＞のいずれ
かに記載の高分子化合物。
＜５＞顔料分散剤である前記＜１＞～＜４＞のいずれかに記載の高分子化合物。
【００２４】
＜６＞有機溶媒中に、顔料と、前記＜５＞に記載の高分子化合物と、を含有する顔料分散
組成物。
＜７＞前記＜６＞に記載の顔料分散組成物と、重合性化合物と、光重合開始剤と、を含有
する光硬化性組成物。
【００２５】
＜８＞基板上に、前記＜７＞に記載の光硬化性組成物を用いてなる着色パターンを備える
カラーフィルタ。
＜９＞前記＜７＞に記載の光硬化性組成物を直接もしくは他の層を介して基板上に付与し
て感光性膜を形成し、形成された感光性膜にパターン露光および現像を行なうことにより
着色パターンを形成するカラーフィルタの製造方法。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明によれば、顔料の分散性、分散安定性に優れ、顔料分散剤として有用な高分子化
合物、該高分子化合物を用いて調整された、色特性が良好で、カラーフィルタを構成する
ときには、優れたアルカリ現像性および高いコントラストを得ることができる顔料分散組
成物、光硬化性組成物、並びに色特性が良好でコントラストの高いカラーフィルタ、およ
びその製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　以下、本発明について詳細に説明する。
＜高分子化合物＞
　本発明の高分子化合物は、下記一般式（１）～（３）のいずれかで表される高分子化合
物である（以下適宜、特定高分子化合物と称する。）。下記一般式（１）～（３）のいず
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れかで表される特定高分子化合物は、ポリマーの末端に、有機色素構造、複素環構造、酸
性基、塩基性窒素原子を有する基、ウレア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、
炭素数４以上の炭化水素基、アルコキシシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、およ
び水酸基から選択される部位を少なくとも１種含む１価の有機基を複数有するので、固体
表面に対する吸着性に優れていたり、ミセル形成能に優れていたり、界面活性能を有して
いたり、といった様々な特徴を有する。このため例えば本発明の高分子化合物は、顔料分
散剤として好適に用いることができる。また顔料の表面処理により表面の極性を上げて分
散性を向上させる際の表面処理剤としても有用である。
【００２８】
【化４】

【００２９】
　式中、Ｒ１は、（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基を表し、Ｒ４は（ｍ２＋ｎ２）価の有機
連結基を表し、Ｒ７は（ｍ３＋ｎ３）価の有機連結基を表す。Ｒ２、Ｒ３、Ｒ５、Ｒ６、
Ｒ８およびＲ９は各々独立に、単結合または２価の有機連結基を表す。Ａ１、Ａ２および
Ａ３は各々独立に、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウ
レア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素基、アルコキ
シシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、および水酸基から選択される少なくとも１
種を含む１価の有機基を表す。ｍ１、ｍ２およびｍ３は各々独立に、１～８の整数を表す
。ｎ１、ｎ２およびｎ３は各々独立に、２～９の整数を表す。ここでｍ１＋ｎ１、ｍ２＋
ｎ２、およびｍ３＋ｎ３は各々独立に、３～１０を満たす。Ｍ１およびＭ３は各々独立に
、１価の有機基を表す。Ｍ２は各々独立に、水素原子または１価の有機基を表す。ｐ、ｑ
およびｒは各々独立に、２～８の整数を表す。ｂ、ｃおよびｄは各々独立に、１～１００
の整数を表す。
【００３０】
　前記一般式（１）中、Ａ１は、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を
有する基、ウレア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素
基、アルコキシシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、および水酸基から選択される
少なくとも１種を含む１価の有機基を表す。ｎ１個のＡ１は同一であっても、異なってい
てもよい。
【００３１】
　つまり、前記Ａ１は、有機色素構造、複素環構造のような顔料に対する吸着能を有する
構造や、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウレア基、ウレタン基、配位性酸素原子を
有する基、炭素数４以上の炭化水素基、アルコキシシリル基、エポキシ基、イソシアネー
ト基、および水酸基のように、顔料に対する吸着能を有する官能基を少なくとも１種含む
１価の有機基を表す。
　なお、以下、この顔料に対する吸着能を有する部位（上記構造及び官能基）を、適宜、
「吸着部位」と総称して、説明する。
【００３２】
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　前記吸着部位は、１つのＡ１の中に、少なくとも１種含まれていればよく、２種以上を
含んでいてもよい。
　また、本発明において、「吸着部位を少なくとも１種含む１価の有機基」は、前述の吸
着部位と、１から２００個までの炭素原子、０個から２０個までの窒素原子、０個から１
００個までの酸素原子、１個から４００個までの水素原子、および０個から４０個までの
硫黄原子を含んで構成される有機連結基と、が結合してなる１価の有機基である。なお、
吸着部位自体が１価の有機基を構成しうる場合には、吸着部位そのものがＡ１で表される
一価の有機基であってもよい。
　まず、前記Ａ１を構成する吸着部位について以下に説明する。
【００３３】
　前記「有機色素構造」としては、例えば、フタロシアニン系、不溶性アゾ系、アゾレー
キ系、アントラキノン系、キナクリドン系、ジオキサジン系、ジケトピロロピロール系、
アントラピリジン系、アンサンスロン系、インダンスロン系、フラバンスロン系、ペリノ
ン系、ペリレン系、チオインジゴ系の色素構造が好ましい例として挙げられ、フタロシア
ニン系、アゾレーキ系、アントラキノン系、ジオキサジン系、ジケトピロロピロール系の
色素構造がより好ましく、フタロシアニン系、アントラキノン系、ジケトピロロピロール
系の色素構造が特に好ましい。
【００３４】
　また、前記「複素環構造」としては、例えば、チオフェン、フラン、キサンテン、ピロ
ール、ピロリン、ピロリジン、ジオキソラン、ピラゾール、ピラゾリン、ピラゾリジン、
イミダゾール、オキサゾール、チアゾール、オキサジアゾール、トリアゾール、チアジア
ゾール、ピラン、ピリジン、ピペリジン、ジオキサン、モルホリン、ピリダジン、ピリミ
ジン、ピペラジン、トリアジン、トリチアン、イソインドリン、イソインドリノン、ベン
ズイミダゾロン、ベンゾチアゾール、コハクイミド、フタルイミド、ナフタルイミド、ヒ
ダントイン、インドール、キノリン、カルバゾール、アクリジン、アクリドン、アントラ
キノンが好ましい例として挙げられ、ピロリン、ピロリジン、ピラゾール、ピラゾリン、
ピラゾリジン、イミダゾール、トリアゾール、ピリジン、ピペリジン、モルホリン、ピリ
ダジン、ピリミジン、ピペラジン、トリアジン、イソインドリン、イソインドリノン、ベ
ンズイミダゾロン、ベンゾチアゾール、コハクイミド、フタルイミド、ナフタルイミド、
ヒダントイン、カルバゾール、アクリジン、アクリドン、アントラキノンがより好ましい
。
【００３５】
　なお、前記「有機色素構造」または「複素環構造」は、さらに置換基を有していてもよ
く、該置換基としては、例えば、メチル基、エチル基等の炭素数１から２０までのアルキ
ル基、フェニル基、ナフチル基等の炭素数６から１６までのアリール基、水酸基、アミノ
基、カルボキシル基、スルホンアミド基、Ｎ－スルホニルアミド基、アセトキシ基等の炭
素数１から６までのアシルオキシ基、メトキシ基、エトキシ基等の炭素数１から２０まで
のアルコキシ基、塩素、臭素等のハロゲン原子、メトキシカルボニル基、エトキシカルボ
ニル基、シクロヘキシルオキシカルボニル基等の炭素数２から７までのアルコキシカルボ
ニル基、シアノ基、ｔ－ブチルカーボネート等の炭酸エステル基、等が挙げられる。ここ
で、これらの置換基は、下記の構造単位または該構造単位が組み合わさって構成される連
結基を介して有機色素構造または複素環と結合していてもよい。
【００３６】
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【化５】

【００３７】
　前記「酸性基」として、例えば、カルボン酸基、スルホン酸基、モノ硫酸エステル基、
リン酸基、モノリン酸エステル基、ホウ酸基が好ましい例として挙げられ、カルボン酸基
、スルホン酸基、モノ硫酸エステル基、リン酸基、モノリン酸エステル基がより好ましく
、カルボン酸基、スルホン酸基、リン酸基が特に好ましい。
【００３８】
　また、前記「塩基性窒素原子を有する基」として、例えば、アミノ基（－ＮＨ２）、置
換イミノ基（－ＮＨＲ８、－ＮＲ９Ｒ１０、ここで、Ｒ８、Ｒ９、およびＲ１０は各々独
立に、炭素数１から２０までのアルキル基、炭素数６以上のアリール基、炭素数７以上の
アラルキル基を表す。）、下記式（ａ１）で表されるグアニジル基、下記式（ａ２）で表
されるアミジニル基などが好ましい例として挙げられる。
【００３９】

【化６】

【００４０】
　式（ａ１）中、Ｒ１１およびＲ１２は各々独立に、炭素数１から２０までのアルキル基
、炭素数６以上のアリール基、炭素数７以上のアラルキル基を表す。
　式（ａ２）中、Ｒ１３およびＲ１４は各々独立に、炭素数１から２０までのアルキル基
、炭素数６以上のアリール基、炭素数７以上のアラルキル基を表す。
【００４１】
　これらの中でも、アミノ基（－ＮＨ２）、置換イミノ基（－ＮＨＲ８、－ＮＲ９Ｒ１０

、ここで、Ｒ８、Ｒ９、およびＲ１０は各々独立に、炭素数１から１０までのアルキル基
、フェニル基、ベンジル基を表す。）、前記式（ａ１）で表されるグアニジル基〔式（ａ
１）中、Ｒ１１およびＲ１２は各々独立に、炭素数１から１０までのアルキル基、フェニ
ル基、ベンジル基を表す。〕、前記式（ａ２）で表されるアミジニル基〔式（ａ２）中、
Ｒ１３およびＲ１４は各々独立に、炭素数１から１０までのアルキル基、フェニル基、ベ
ンジル基を表す。〕などがより好ましい。
　特に、アミノ基（－ＮＨ２）、置換イミノ基（－ＮＨＲ８、－ＮＲ９Ｒ１０、ここで、
Ｒ８、Ｒ９、およびＲ１０は各々独立に、炭素数１から５までのアルキル基、フェニル基
、ベンジル基を表す。）、前記式（ａ１）で表されるグアニジル基〔式（ａ１）中、Ｒ１

１およびＲ１２は各々独立に、炭素数１から５までのアルキル基、フェニル基、ベンジル
基を表す。〕、前記式（ａ２）で表されるアミジニル基〔式（ａ２）中、Ｒ１３およびＲ
１４は各々独立に、炭素数１から５までのアルキル基、フェニル基、ベンジル基を表す。
〕などが好ましく用いられる。
【００４２】
　前記「ウレア基」として、例えば、－ＮＲ１５ＣＯＮＲ１６Ｒ１７（ここで、Ｒ１５、
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ル基、炭素数６以上のアリール基、炭素数７以上のアラルキル基を表す。）が好ましい例
として挙げられ、－ＮＲ１５ＣＯＮＨＲ１７（ここで、Ｒ１５およびＲ１７は各々独立に
、水素原子あるいは、炭素数１から１０までのアルキル基、炭素数６以上のアリール基、
炭素数７以上のアラルキル基を表す。）がより好ましく、－ＮＨＣＯＮＨＲ１７（ここで
、Ｒ１７は水素原子あるいは、炭素数１から１０までのアルキル基、炭素数６以上のアリ
ール基、炭素数７以上のアラルキル基を表す。）が特に好ましい。
【００４３】
　前記「ウレタン基」として、例えば、－ＮＨＣＯＯＲ１８、－ＮＲ１９ＣＯＯＲ２０、
－ＯＣＯＮＨＲ２１、－ＯＣＯＮＲ２２Ｒ２３（ここで、Ｒ１８、Ｒ１９、Ｒ２０、Ｒ２

１、Ｒ２２およびＲ２３は各々独立に、炭素数１から２０までのアルキル基、炭素数６以
上のアリール基、炭素数７以上のアラルキル基を表す。）などが好ましい例として挙げら
れ、－ＮＨＣＯＯＲ１８、－ＯＣＯＮＨＲ２１（ここで、Ｒ１８、Ｒ２１は各々独立に、
炭素数１から２０までのアルキル基、炭素数６以上のアリール基、炭素数７以上のアラル
キル基を表す。）などがより好ましく、－ＮＨＣＯＯＲ１８、－ＯＣＯＮＨＲ２１（ここ
で、Ｒ１８、Ｒ２１は各々独立に、炭素数１から１０までのアルキル基、炭素数６以上の
アリール基、炭素数７以上のアラルキル基を表す。）などが特に好ましい。
【００４４】
　前記「配位性酸素原子を有する基」としては、例えば、アセチルアセトナト基、クラウ
ンエーテルなどが挙げられる。
【００４５】
　前記「炭素数４以上の炭化水素基」としては、炭素数４以上のアルキル基、炭素数６以
上のアリール基、炭素数７以上のアラルキル基などが好ましい例として挙げられ、炭素数
４～２０アルキル基、炭素数６～２０のアリール基、炭素数７～２０のアラルキル基など
がより好ましく、炭素数４～１５アルキル基（例えば、オクチル基、ドデシル基など）、
炭素数６～１５のアリール基（例えば、フェニル基、ナフチル基など）、炭素数７～１５
のアラルキル基（例えばベンジル基など）などが特に好ましい。
【００４６】
　前記「アルコキシシリル基」としては、例えば、トリメトキシシリル基、トリエトキシ
シリル基などが挙げられる。
【００４７】
　前記吸着部位と結合する有機連結基としては、単結合あるいは、１から１００個までの
炭素原子、０個から１０個までの窒素原子、０個から５０個までの酸素原子、１個から２
００個までの水素原子、および０個から２０個までの硫黄原子から成り立つ有機連結基が
好ましく、この有機連結基は、無置換でも置換基を更に有していてもよい。
　この有機連結基の具体的な例として、下記の構造単位または該構造単位が組み合わさっ
て構成される基を挙げることができる。
【００４８】
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【化７】

【００４９】
　前記有機連結基が置換基を有する場合、該置換基としては、例えば、メチル基、エチル
基等の炭素数１から２０までのアルキル基、フェニル基、ナフチル基等の炭素数６から１
６までのアリール基、水酸基、アミノ基、カルボキシル基、スルホンアミド基、Ｎ－スル
ホニルアミド基、アセトキシ基等の炭素数１から６までのアシルオキシ基、メトキシ基、
エトキシ基等の炭素数１から６までのアルコキシ基、塩素、臭素等のハロゲン原子、メト
キシカルボニル基、エトキシカルボニル基、シクロヘキシルオキシカルボニル基等の炭素
数２から７までのアルコキシカルボニル基、シアノ基、ｔ－ブチルカーボネート等の炭酸
エステル基、等が挙げられる。
【００５０】
　上記の中では、前記Ａ１として、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子
を有する基、ウレア基、および炭素数４以上の炭化水素基から選択される部位を少なくと
も１種含む１価の有機基であることが好ましく、より好ましくは有機色素構造、複素環構
造、酸性基および塩基性窒素原子を有する基から選択される部位を少なくとも１種含む１
価の有機基である。
【００５１】
　前記Ａ１としては、下記一般式（４）で表される１価の有機基であることがより好まし
い。
【００５２】
【化８】

【００５３】
　前記一般式（４）中、Ｂ１は前記吸着部位（即ち、有機色素構造、複素環構造、酸性基
、塩基性窒素原子を有する基、ウレア基、ウレタン基、配位性酸素原子を有する基、炭素
数４以上の炭化水素基、アルコキシシリル基、エポキシ基、イソシアネート基、および水
酸基から選択される部位）を表し、Ｒ２４は単結合あるいは（ａ＋１）価の有機連結基を
表す。ａは、１～１０の整数を表し、ａが２～１０の場合、ａ個のＢ１は同一であっても
、異なっていてもよい。
【００５４】
　前記Ｂ１で表される吸着部位としては、前述の一般式（１）のＡ１を構成する吸着部位
と同様のが挙げられ、好ましい例も同様である。
　中でも、有機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウレア基、
および炭素数４以上の炭化水素基から選択される部位が好ましい。
【００５５】
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　Ｒ２４は、単結合または（ａ＋１）価の有機連結基を表し、ａは１～１０の整数を表す
。好ましくは、ａは１～７であり、より好ましくは、ａは１～５であり、特に好ましくは
、ａは１～３である。
　（ａ＋１）価の有機連結基としては、１から１００個までの炭素原子、０個から１０個
までの窒素原子、０個から５０個までの酸素原子、１個から２００個までの水素原子、お
よび０個から２０個までの硫黄原子を含んで構成される基が含まれ、無置換でも置換基を
更に有していてもよい。
【００５６】
　前記（ａ＋１）価の有機連結基は、具体的な例として、下記の構造単位または該構造単
位が組み合わさって構成される基（環構造を形成していてもよい）を挙げることができる
。
【００５７】
【化９】

【００５８】
　Ｒ２４としては、単結合、または、１から５０個までの炭素原子、０個から８個までの
窒素原子、０個から２５個までの酸素原子、１個から１００個までの水素原子、および０
個から１０個までの硫黄原子から成り立つ（ａ＋１）価の有機連結基が好ましく、単結合
、または、１から３０個までの炭素原子、０個から６個までの窒素原子、０個から１５個
までの酸素原子、１個から５０個までの水素原子、および０個から７個までの硫黄原子か
ら成り立つ（ａ＋１）価の有機連結基がより好ましく、単結合、または、１から１０個ま
での炭素原子、０個から５個までの窒素原子、０個から１０個までの酸素原子、１個から
３０個までの水素原子、および０個から５個までの硫黄原子から成り立つ（ａ＋１）価の
有機連結基が特に好ましい。
【００５９】
　上記のうち、（ａ＋１）価の有機連結基が置換基を有する場合、該置換基としては、例
えば、メチル基、エチル基等の炭素数１から２０までのアルキル基、フェニル基、ナフチ
ル基等の炭素数６から１６までのアリール基、水酸基、アミノ基、カルボキシル基、スル
ホンアミド基、Ｎ－スルホニルアミド基、アセトキシ基等の炭素数１から６までのアシル
オキシ基、メトキシ基、エトキシ基等の炭素数１から６までのアルコキシ基、塩素、臭素
等のハロゲン原子、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、シクロヘキシルオキ
シカルボニル基等の炭素数２から７までのアルコキシカルボニル基、シアノ基、ｔ－ブチ
ルカーボネート等の炭酸エステル基、等が挙げられる。
【００６０】
　一般式（２）中のＡ２および一般式（３）中のＡ３は、一般式（１）中のＡ１と同義で
あり、好ましい範囲も同様である。
【００６１】
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　前記一般式（１）中、Ｒ２およびＲ３は各々独立に、単結合あるいは２価の有機連結基
を表す。複数のＲ２およびＲ３は、同一であっても、異なっていてもよい。
　２価の有機連結基としては、１から１００個までの炭素原子、０個から１０個までの窒
素原子、０個から５０個までの酸素原子、１個から２００個までの水素原子、および０個
から２０個までの硫黄原子から成り立つ基が含まれ、無置換でも置換基を更に有していて
もよい。
【００６２】
　前記２価の有機連結基は、具体的な例として、下記の構造単位または該構造単位が組み
合わさって構成される基を挙げることができる。
【００６３】
【化１０】

【００６４】
　Ｒ２およびＲ３としては、単結合、あるいは、１から５０個までの炭素原子、０個から
８個までの窒素原子、０個から２５個までの酸素原子、１個から１００個までの水素原子
、および０個から１０個までの硫黄原子から成り立つ２価の有機連結基が好ましく、単結
合、あるいは、１から３０個までの炭素原子、０個から６個までの窒素原子、０個から１
５個までの酸素原子、１個から５０個までの水素原子、および０個から７個までの硫黄原
子から成り立つ２価の有機連結基がより好ましく、単結合、あるいは、１から１０個まで
の炭素原子、０個から５個までの窒素原子、０個から１０個までの酸素原子、１個から３
０個までの水素原子、および０個から５個までの硫黄原子から成り立つ２価の有機連結基
が特に好ましい。
【００６５】
　上記のうち、２価の有機連結基が置換基を有する場合、該置換基としては、例えば、メ
チル基、エチル基等の炭素数１から２０までのアルキル基、フェニル基、ナフチル基等の
炭素数６から１６までのアリール基、水酸基、アミノ基、カルボキシル基、スルホンアミ
ド基、Ｎ－スルホニルアミド基、アセトキシ基等の炭素数１から６までのアシルオキシ基
、メトキシ基、エトキシ基等の炭素数１から６までのアルコキシ基、塩素、臭素等のハロ
ゲン原子、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、シクロヘキシルオキシカルボ
ニル基等の炭素数２から７までのアルコキシカルボニル基、シアノ基、ｔ－ブチルカーボ
ネート等の炭酸エステル基、等が挙げられる。
【００６６】
　一般式（２）中のＲ５、Ｒ６、および一般式（３）中のＲ８、Ｒ９は、一般式（１）中
のＲ２、Ｒ３と同義であり、好ましい範囲も同様である。
【００６７】
　前記一般式（１）中、Ｒ１は、（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基を表す。ｍ１＋ｎ１は３
～１０を満たす。
　前記Ｒ１で表される（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基としては、１から１００個までの炭
素原子、０個から１０個までの窒素原子、０個から５０個までの酸素原子、１個から２０
０個までの水素原子、および０個から２０個までの硫黄原子から成り立つ基が含まれ、無
置換でも置換基を更に有していてもよい。
【００６８】
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　前記（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基は、具体的な例として、下記の構造単位または該構
造単位が組み合わさって構成される基（環構造を形成していてもよい）を挙げることがで
きる。
【００６９】
【化１１】

【００７０】
　（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基としては、１から６０個までの炭素原子、０個から１０
個までの窒素原子、０個から４０個までの酸素原子、１個から１２０個までの水素原子、
および０個から１０個までの硫黄原子から成り立つ基が好ましく、１から５０個までの炭
素原子、０個から１０個までの窒素原子、０個から３０個までの酸素原子、１個から１０
０個までの水素原子、および０個から７個までの硫黄原子から成り立つ基がより好ましく
、１から４０個までの炭素原子、０個から８個までの窒素原子、０個から２０個までの酸
素原子、１個から８０個までの水素原子、および０個から５個までの硫黄原子から成り立
つ基が特に好ましい。
【００７１】
　上記のうち、（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基が置換基を有する場合、該置換基としては
、例えば、メチル基、エチル基等の炭素数１から２０までのアルキル基、フェニル基、ナ
フチル基等の炭素数６から１６までのアリール基、水酸基、アミノ基、カルボキシル基、
スルホンアミド基、Ｎ－スルホニルアミド基、アセトキシ基等の炭素数１から６までのア
シルオキシ基、メトキシ基、エトキシ基等の炭素数１から６までのアルコキシ基、塩素、
臭素等のハロゲン原子、メトキシカルボニル基、エトキシカルボニル基、シクロヘキシル
オキシカルボニル基等の炭素数２から７までのアルコキシカルボニル基、シアノ基、ｔ－
ブチルカーボネート等の炭酸エステル基、等が挙げられる。
【００７２】
　前記Ｒ１で表される（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基の具体的な例〔具体例（１）～（１
７）〕を以下に示す。但し、本発明においては、これらに制限されるものではない。
【００７３】
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【００７４】
【化１３】

【００７５】
　上記の具体例の中でも、原料の入手性、合成の容易さ、各種溶媒への溶解性の観点から
、最も好ましい（ｍ１＋ｎ１）価の有機連結基は下記の基である。
【００７６】
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【化１４】

【００７７】
　一般式（２）中のＲ４および一般式（３）中のＲ７は、一般式（１）中のＲ１と同義で
あり、好ましい範囲も同様である。
【００７８】
　前記一般式（１）中、ｍ１は１～８の整数を表す。ｍ１としては、１～５が好ましく、
１～４がより好ましく、１～３が特に好ましい。
　また、前記一般式（１）中、ｎ１は２～９の整数を表す。ｎ１としては、２～８が好ま
しく、２～７がより好ましく、３～６が特に好ましい。
【００７９】
　一般式（２）中のｍ２および一般式（３）中のｍ３は、一般式（１）中のｍ１と同義で
あり、好ましい範囲も同様である。
　一般式（２）中のｎ２および一般式（３）中のｎ３は、一般式（１）中のｎ１と同義で
あり、好ましい範囲も同様である。
【００８０】
　前記一般式（１）、（２）および（３）中、ｐ、ｑおよびｒは、各々独立に、２～８の
整数を表す。分散安定性、現像性の点から、４～６が好ましく、５が最も好ましい。
【００８１】
　前記一般式（１）、（２）および（３）中、ｂ、ｃおよびｄは、各々独立に、１～１０
０の整数を表す。ｂ、ｃおよびｄは、分散安定性、現像性の点から、５～６０が好ましく
、５～４０がより好ましく、５～２０が更に好ましい。
【００８２】
　前記一般式（１）におけるＭ１は、１価の有機基を表す。
　１価の有機基としては、置換もしくは非置換のアルキル基、又は、置換もしくは非置換
のアリール基が好ましい。
【００８３】
　好ましいアルキル基の例としては、炭素原子数が１から２０までの直鎖状、分岐状、お
よび環状のアルキル基を挙げることができ、その具体例としては、メチル基、エチル基、
プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、
デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、ヘキサデシル基、オクタデシル基
、エイコシル基、イソプロピル基、イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペ
ンチル基、ネオペンチル基、１－メチルブチル基、イソヘキシル基、２－エチルヘキシル
基、２－メチルヘキシル基、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、２－ノルボルニル基
を挙げることができる。
【００８４】
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　置換アルキル基の置換基としては、水素を除く１価の非金属原子団が挙げられ、好まし
い例としては、ハロゲン原子（－Ｆ、－Ｂｒ、－Ｃｌ、－Ｉ）、ヒドロキシル基、アルコ
キシ基、アリーロキシ基、メルカプト基、アルキルチオ基、アリールチオ基、アルキルジ
チオ基、アリールジチオ基、アミノ基、Ｎ－アルキルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミ
ノ基、Ｎ－アリールアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアリールアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリー
ルアミノ基、アシルオキシ基、カルバモイルオキシ基、Ｎ－アルキルカルバモイルオキシ
基、Ｎ－アリールカルバモイルオキシ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルカルバモイルオキシ基、Ｎ
，Ｎ－ジアリールカルバモイルオキシ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールカルバモイルオキ
シ基、アルキルスルホキシ基、アリールスルホキシ基、アシルオキシ基、アシルチオ基、
アシルアミノ基、Ｎ－アルキルアシルアミノ基、Ｎ－アリールアシルアミノ基、ウレイド
基、Ｎ’－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキルウレイド基、Ｎ’－アリールウ
レイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリールウレイ
ド基、Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ－アルキ
ルウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ－アリールウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ
－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアルキル－Ｎ－アリールウレイド基、
【００８５】
　Ｎ’－アリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－アリール－Ｎ－アリールウレイド基
、Ｎ’，Ｎ’－ジアリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’，Ｎ’－ジアリール－Ｎ－ア
リールウレイド基、Ｎ’－アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－アルキルウレイド基、Ｎ’－
アルキル－Ｎ’－アリール－Ｎ－アリールウレイド基、アルコキシカルボニルアミノ基、
アリーロキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アルコキシカルボニルアミノ基、
Ｎ－アルキル－Ｎ－アリーロキシカルボニルアミノ基、Ｎ－アリール－Ｎ－アルコキシカ
ルボニルアミノ基、Ｎ－アリール－Ｎ－アリーロキシカルボニルアミノ基、ホルミル基、
アシル基、カルボキシル基、アルコキシカルボニル基、アリーロキシカルボニル基、カル
バモイル基、Ｎ－アルキルカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルカルバモイル基、Ｎ－ア
リールカルバモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールカルバモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリー
ルカルバモイル基、アルキルスルフィニル基、アリールスルフィニル基、アルキルスルホ
ニル基、アリールスルホニル基、スルホ基（－ＳＯ３Ｈ）およびその共役塩基基（以下、
スルホナト基と称す）、アルコキシスルホニル基、アリーロキシスルホニル基、スルフィ
ナモイル基、Ｎ－アルキルスルフィナモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルスルフィナモイル基
、Ｎ－アリールスルフィナモイル基、Ｎ，Ｎ－ジアリールスルフィナモイル基、Ｎ－アル
キル－Ｎ－アリールスルフィナモイル基、スルファモイル基、Ｎ－アルキルスルファモイ
ル基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルスルファモイル基、Ｎ－アリールスルファモイル基、Ｎ，Ｎ－
ジアリールスルファモイル基、Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールスルファモイル基、
【００８６】
　ホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ２）及びその共役塩基基（以下、ホスホナト基と称す）、ジア
ルキルホスホノ基（－ＰＯ３（ａｌｋｙｌ）２）、ジアリールホスホノ基（－ＰＯ３（ａ
ｒｙｌ）２）、アルキルアリールホスホノ基（－ＰＯ３（ａｌｋｙｌ）（ａｒｙｌ））、
モノアルキルホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ（ａｌｋｙｌ））及びその共役塩基基（以後、アル
キルホスホナト基と称す）、モノアリールホスホノ基（－ＰＯ３Ｈ（ａｒｙｌ））及びそ
の共役塩基基（以後、アリールホスホナト基と称す）、ホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３Ｈ

２）及びその共役塩基基（以後、ホスホナトオキシ基と称す）、ジアルキルホスホノオキ
シ基（－ＯＰＯ３（ａｌｋｙｌ）２）、ジアリールホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３（ａｒ
ｙｌ）２）、アルキルアリールホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３（ａｌｋｙｌ）（ａｒｙｌ
））、モノアルキルホスホノオキシ基（－ＯＰＯ３Ｈ（ａｌｋｙｌ））及びその共役塩基
基（以後、アルキルホスホナトオキシ基と称す）、モノアリールホスホノオキシ基（－Ｏ
ＰＯ３Ｈ（ａｒｙｌ））及びその共役塩基基（以後、アリールホスホナトオキシ基と称す
）、シアノ基、ニトロ基、アリール基、ヘテロアリール基、アルケニル基、アルキニル基
、シリル基が挙げられる。
【００８７】
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　これらの置換基における、アルキル基の具体例としては、前述のアルキル基が挙げられ
、これらは更に置換基を有していてもよい。
　更に置換基を有する場合の置換基としては、アルコキシ基、アリーロキシ基、アルキル
チオ基、アリールチオ基、Ｎ，Ｎ－ジアルキルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアリールアミノ基、
Ｎ－アルキル－Ｎ－アリールアミノ基、アシルオキシ基、アリール基、ヘテロアリール基
、アルケニル基、アルキニル基、シリル基が、分散安定性の点から好ましい。
【００８８】
　アリール基の具体例としては、フェニル基、ビフェニル基、ナフチル基、トリル基、キ
シリル基、メシチル基、クメニル基、クロロフェニル基、ブロモフェニル基、クロロメチ
ルフェニル基、ヒドロキシフェニル基、メトキシフェニル基、エトキシフェニル基、フェ
ノキシフェニル基、アセトキシフェニル基、ベンゾイロキシフェニル基、メチルチオフェ
ニル基、フェニルチオフェニル基、メチルアミノフェニル基、ジメチルアミノフェニル基
、アセチルアミノフェニル基、カルボキシフェニル基、メトキシカルボニルフェニル基、
エトキシフェニルカルボニル基、フェノキシカルボニルフェニル基、Ｎ－フェニルカルバ
モイルフェニル基、フェニル基、シアノフェニル基、スルホフェニル基、スルホナトフェ
ニル基、ホスフォノフェニル基、ホスフォナトフェニル基等を挙げることができる。
【００８９】
　置換アリール基の置換基としては、上述した置換アルキル基の置換基として挙げられた
ものと同様のものが挙げられる。
【００９０】
　Ｍ１としては、分散安定性、現像性の点から、炭素原子数１から２０までの直鎖状、炭
素原子数３から２０までの分岐状、または炭素原子数５から２０までの環状のアルキル基
が好ましく、炭素原子数４から１５までの直鎖状、炭素原子数４から１５までの分岐状、
または炭素原子数６から１０までの環状のアルキル基がより好ましく、炭素原子数６から
１０までの直鎖状または炭素原子数６から１２までの分岐状のアルキル基が更に好ましい
。
【００９１】
　一般式（２）中のＭ２は、水素原子または１価の有機基を表す。Ｍ２で表される１価の
有機基としては、一般式（１）中のＭ１と同義であり、好ましい範囲も同様である。
　一般式（３）中のＭ３は、一般式（１）中のＭ１と同義であり、好ましい範囲も同様で
ある。
【００９２】
　本発明の高分子化合物の酸価は特に限定されないが、本発明の高分子化合物を顔料分散
剤として用いる場合、酸価が２００（ｍｇＫＯＨ／ｇ）以下であることが好ましく、１６
０（ｍｇＫＯＨ／ｇ）以下がより好ましく、１２０（ｍｇＫＯＨ／ｇ）以下が特に好まし
い。当該範囲とすることで、顔料の分散性、分散安定性が良好となる。
【００９３】
　また、本発明の特定高分子化合物を顔料と共にアルカリ現像処理が必要な光硬化性組成
物に用いる場合、その酸価は、３０～２００（ｍｇＫＯＨ／ｇ）であることが好ましく、
４０～１６０（ｍｇＫＯＨ／ｇ）がより好ましく、５０～１２０（ｍｇＫＯＨ／ｇ）が特
に好ましい。当該範囲とすることで、光硬化性組成物のアルカリ現像性、顔料の分散性、
分散安定性が良好となる。
【００９４】
　本発明の特定高分子化合物の分子量としては、重量平均分子量で、３０００～１０００
００が好ましく、５０００～８００００がより好ましく、７０００～６００００が特に好
ましい。重量平均分子量が前記範囲内であると、ポリマーの末端に導入された複数の前記
吸着部位の効果が十分に発揮され、固体表面への吸着性、ミセル形成能、界面活性性に優
れた性能を発揮する。特に本発明に係る特定高分子化合物を顔料分散剤として用いた場合
に、良好な分散性と分散安定性を達成することができる。
【００９５】
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（合成方法）
　前記一般式（１）～（３）で表される特定高分子化合物は、特に制限されないが、下記
方法などにより合成することができる。
　１．カルボキシル基、ヒドロキシル基、アミノ基等から選択される官能基を末端に導入
したポリカプロラクトン化合物と、複数の前記吸着部位を有する酸ハライド、あるいは複
数の前記吸着部位を有するアルキルハライドと、を高分子反応させる方法。
　２．末端に炭素－炭素二重結合を導入したポリカプロラクトン化合物と、複数の前記吸
着部位を有するメルカプタンと、をマイケル付加反応させる方法。
　３．末端に炭素－炭素二重結合を導入したポリカプロラクトン化合物と、前記吸着部位
を有するメルカプタンと、をラジカル発生剤存在下で反応させる方法。
　４．末端に複数のメルカプタンを導入したポリカプロラクトン化合物と、炭素－炭素二
重結合と前記吸着部位を有する化合物と、をラジカル発生剤存在下で反応させる方法。
　５．末端にカルボン酸を導入したポリカプロラクトン化合物と、複数の前記吸着部位を
有するエポキシと、を付加反応させる方法。
　６．ヒドロキシル基、アミノ基等から選択される官能基を末端に導入したポリカプロラ
クトン化合物と、複数の前記吸着部位を有するイソシアネートと、を付加反応させる方法
。
　７．前記吸着部位を有するメルカプタンを末端開始モノマーとして、ε－カプロラクト
ンを開環重合させて合成する方法。
【００９６】
　上記のうち、本発明の特定高分子化合物は、合成上の容易さから、２、３、５、６の合
成方法が好ましく、２、３、５の合成方法がより好ましい。
【００９７】
＜２の合成方法＞
　前記２の方法で合成する場合、末端に炭素－炭素二重結合を導入したポリカプロラクト
ン化合物として、具体的には、下記一般式（４）で表される化合物が好ましい。
【００９８】
【化１５】

【００９９】
　一般式（４）中、Ｘ１およびＸ２は、水素原子、炭素数１～５のアルキル基、－ＣＯＯ
Ｈ、－ＣＯＯＲ（Ｒは炭素数１～１０のアルキル基）、－ＣＨ２ＣＯＯＨ、－ＣＨ２ＣＯ
ＯＲ（Ｒは炭素数１～１０のアルキル基）、－ＣＨ２ＣＯＮＨ２、－ＣＨ２ＣＯＮＨＲ（
Ｒは炭素数１～１０のアルキル基）、－ＣＨ２－ＯＨ、－ＣＨ２－Ｏ－ＣＯ－Ｒ（Ｒは炭
素数１～１０のアルキル基）、－ＣＯＰｈ（Ｐｈはフェニル基）、－ＣＯＮＨ２、－ＣＯ
ＮＨＲ（Ｒは炭素数１～１０のアルキル基またはフェニル基）を表す。Ｒ３３は前記一般
式（１）におけるＲ２と同義である。Ｐ１は、下記一般式（１－１）～（３－１）から選
択されるいずれかを表す。
【０１００】

【化１６】

【０１０１】



(21) JP 2010-53182 A 2010.3.11

10

20

30

40

【化１７】

【０１０２】

【化１８】

【０１０３】
　一般式（１－１）～（３－１）におけるＭ１、Ｍ２、Ｍ３、ｐ、ｑ、ｒ、ｂ、ｃおよび
ｄは、それぞれ一般式（１）～（３）におけるＭ１、Ｍ２、Ｍ３、ｐ、ｑ、ｒ、ｂ、ｃお
よびｄと同義であり、好ましい範囲も同様である。
【０１０４】
　一般式（４）で表される化合物の具体的な例としては、以下の化合物が挙げられる。
ただし、下記式中のＭａは炭素数１～２０の直鎖または分岐のアルキル基、シクロヘキシ
ル基、ベンジル基およびフェニルエチル基のいずれかを表す。なおｂは５～８０の整数を
表し、ｃは５～８０の整数を表し、ｄは５～８０の整数を表す。
【０１０５】

【化１９】

【０１０６】
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【化２０】

【０１０７】
【化２１】

【０１０８】
　前記２の方法で合成する場合、複数の前記吸着部位を有するメルカプタンとして、具体
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【０１０９】
【化２２】

【０１１０】
　前記一般式（Ｓ－１）において、Ｒ41、Ｒ42、Ａ４、ｍ４、およびｎ４は、それぞれ前
記一般式（１）におけるＲ２、Ｒ３、Ａ１、ｍ１、およびｎ１と同義であり、その好まし
い態様も同様である。
【０１１１】
複数の前記吸着部位を有するメルカプタンは、一分子中に３～１０個のメルカプト基を有
する化合物と、前記吸着部位を有し、かつメルカプト基と反応可能な官能基を有する化合
物、とを付加反応させて合成することができる。
　「メルカプト基と反応可能な官能基」としては、酸ハライド、アルキルハライド、イソ
シアネート、炭素－炭素二重結合などが好適に挙げられる。
　「メルカプト基と反応可能な官能基」が炭素－炭素二重結合であり、付加反応がラジカ
ル付加反応またはマイケル付加反応であることが特に好ましい。
【０１１２】
　一分子中に３～１０個のメルカプト基を有する化合物の具体的な例〔具体例（１８）～
（３４）〕としては、以下の化合物が挙げられる。
【０１１３】
【化２３】

【０１１４】
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【０１１５】
　上記の中でも、原料の入手性、合成の容易さ、各種溶媒への溶解性の観点から、特に好
ましい化合物は、以下の化合物である。
【０１１６】
【化２５】

【０１１７】
　前記吸着部位を有し、かつ、炭素－炭素二重結合を有する化合物（具体的には、有機色
素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウレア基、ウレタン基、配位
性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素基、アルコキシシリル基、エポキシ基、
イソシアネート基、および水酸基から選択される部位を少なくとも１種有し、かつ、炭素
－炭素二重結合を有する化合物）としては、特に制限されないが、以下のようなものが挙
げられる。
【０１１８】
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【０１１９】
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【０１２０】
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【０１２１】
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【化２９】

【０１２２】
【化３０】
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【化３１】

【０１２４】
＜３の合成方法＞
　前記３の方法で合成する場合、末端に炭素－炭素二重結合を導入したポリカプロラクト
ン化合物として、具体的には、下記一般式（５）または（６）で表される化合物が好まし
い。
【０１２５】
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【０１２６】

【化３３】

【０１２７】
　一般式（５）中、Ｘ３およびＸ４は、水素原子、炭素数１～５のアルキル基、－ＣＯＯ
Ｈ、－ＣＯＯＲ（Ｒは炭素数１～１０のアルキル基）、－ＣＨ２ＣＯＯＨ、－ＣＨ２ＣＯ
ＯＲ（Ｒは炭素数１～１０のアルキル基）、－ＣＨ２ＣＯＮＨ２、－ＣＨ２ＣＯＮＨＲ（
Ｒは炭素数１～１０のアルキル基）、－ＣＯＰｈ（Ｐｈはフェニル基）、－ＣＯＮＨ２、
－ＣＯＮＨＲ（Ｒは炭素数１～１０のアルキル基またはフェニル基）を表す。Ｒ３４は前
記一般式（１）におけるＲ２と同義である。Ｐ２は、上記一般式（４）中のＰ１と同義で
ある。
【０１２８】
　一般式（６）中、Ｘ５，Ｘ６は、水素原子、炭素数１～５のアルキル基、－ＣＨ２－Ｏ
Ｈ、－ＣＨ２－Ｏ－ＣＯ－Ｒ（Ｒは炭素数１～１０のアルキル基）を表す。Ｒ３５は前記
一般式（１）におけるＲ２と同義である。Ｒ３６は、水素原子または炭素数１～１０のア
ルキル基を表す。Ｐ３は、上記一般式（４）中のＰ１と同義である。
【０１２９】
　一般式（５）で表される化合物の具体的な例としては、前記具体例（４－１）～（４－
２）および（４－５）～（４－１４）が挙げられる。
　一般式（６）で表される化合物の具体的な例としては、以下の化合物が挙げられる。た
だし、Ｍａは炭素数１～２０の直鎖または分岐のアルキル基、シクロヘキシル基、ベンジ
ル基およびフェニルエチル基のいずれかを表す。なおｂは５～８０の整数を表し、ｃは５
～８０の整数を表し、ｄは５～８０の整数を表す。
【０１３０】
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【化３４】

【０１３１】
　前記３の方法で合成する場合、複数の前記吸着部位を有するメルカプタンとして、具体
的には、前記一般式（Ｓ－１）で表される化合物が好ましい。
【０１３２】
＜５の合成方法＞
　前記５の方法で合成する場合、末端にカルボン酸を導入したポリカプロラクトン化合物
として、具体的には、下記一般式（３－２）で表される化合物が好ましい。一般式（３－
２）におけるＭ３、ｄおよびｒは、それぞれ一般式（３－１）におけるＭ３、ｄおよびｒ
と同義であり、好ましい範囲も同様である。
【０１３３】
【化３５】

【０１３４】
　前記５の方法で合成する場合、複数の前記吸着部位を有するエポキシとして、具体的に
は、下記一般式（Ｓ－２）で表される化合物が好ましい。
【０１３５】
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【０１３６】
　前記一般式（Ｓ－２）において、Ｒ43、Ｒ44、Ａ５、ｍ５およびｎ５は、それぞれ前記
一般式（１）におけるＲ２、Ｒ３、Ａ１、ｍ１およびｎ１と同義であり、その好ましい態
様も同様である。Ｌは、下記一般式（Ｌ－１）および（Ｌ－２）から選択される少なくと
も１種の連結基である。
【０１３７】

【化３７】

【０１３８】
【化３８】

【０１３９】
　複数の前記吸着部位を有するエポキシは、一分子中に３～１０個のエポキシ基を有する
化合物と、前記吸着部位を有し、かつエポキシ基と反応可能な官能基を有する化合物、と
を付加反応させて合成することができる。
　「エポキシ基と反応可能な官能基」としては、カルボン酸、酸ハライドなどが好適に挙
げられ、カルボン酸が合成上の容易さから好ましい。
【０１４０】
　一般式（Ｓ－２）で表されるエポキシ化合物の具体的な例としては、以下の化合物が挙
げられる。
【０１４１】
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【化３９】

【０１４２】
　上述した合成方法２および３により得られた特定高分子化合物としては、下記一般式（
１’）、（２’）または（３’）で表される高分子化合物が好ましい。
【０１４３】

【化４０】

【０１４４】
　上述した合成方法により得られた特定高分子化合物としては、下記一般式（３''）で表
される高分子化合物が好ましい。また上述した合成方法１により得られた特定高分子化合
物としては、下記一般式（２''）で表される高分子化合物が好ましい
【０１４５】
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【化４１】

【０１４６】
　一般式（１’）、（２’）、（３’）、（２''）および（３''）中、Ｒ１は、（ｍ１＋
ｎ１）価の有機連結基を表し、Ｒ４は（ｍ２＋ｎ２）価の有機連結基を表し、Ｒ７は（ｍ

３＋ｎ３）価の有機連結基を表す。Ｒ２、Ｒ３、Ｒ５、Ｒ６、Ｒ８およびＲ９はそれぞれ
独立に、単結合または２価の有機連結基を表す。Ａ１、Ａ２およびＡ３は各々独立に、有
機色素構造、複素環構造、酸性基、塩基性窒素原子を有する基、ウレア基、ウレタン基、
配位性酸素原子を有する基、炭素数４以上の炭化水素基、アルコキシシリル基、エポキシ
基、イソシアネート基、および水酸基から選択される少なくとも１種を含む１価の有機基
を表す。
ｍ１、ｍ２およびｍ３は各々独立に、１～８の整数を表す。ｎ１、ｎ２およびｎ３は各々
独立に、２～９の整数を表す。ここでｍ１＋ｎ１、ｍ２＋ｎ２、およびｍ３＋ｎ３は各々
独立に、３～１０を満たす。Ｍ１およびＭ３は各々独立に、１価の有機基を表す。Ｍ２は
各々独立に、水素原子または１価の有機基を表す。ｐ、ｑおよびｒは各々独立に、２～８
の整数を表す。ｂ、ｃおよびｄは各々独立に、１～１００の整数を表す。
【０１４７】
　本発明の顔料分散組成物中、該特定高分子化合物の含有量としては質量比で、顔料：特
定高分子化合物＝１：０．１～１：２が好ましく、より好ましくは、１：０．２～１：１
であり、更に好ましくは、１：０．２～１：０．８である。
【０１４８】
　上述した本発明に係る特定高分子化合物は、顔料を分散する顔料分散剤として好適に用
いることができ、当該特定高分子化合物を顔料とともに含有させた顔料分散組成物は、顔
料の分散性および分散安定性が良好となる。
【０１４９】
＜顔料分散組成物＞
　本発明の顔料分散組成物は、有機溶媒中に、上述の本発明に係る特定高分子化合物と、
少なくとも一種の顔料と、を含有する。
　また必要に応じて樹脂成分などの他の成分を用いて構成することができる。この顔料分
散組成物は、既述の本発明の高分子化合物の少なくとも一種を含み、当該高分子化合物が
顔料分散剤として機能するので、有機溶媒中における顔料の分散状態が良好になり、良好
な色特性を与えると共に、例えばこれを用いてカラーフィルタを構成したときには高いコ
ントラストを得ることができる。特に本発明の特定高分子化合物は、有機顔料に優れた分
散効果を発揮する。
【０１５０】
　また、本発明の効果を損なわない範囲において、必要に応じて、上述の該特定高分子化
合物の他に、構造が異なる他の高分子化合物を併用してもよい。
　他の高分子化合物としては、天然樹脂、変性天然樹脂、合成樹脂、天然樹脂で変性され
た合成樹脂等が用いられる。
【０１５１】
　天然樹脂としてはロジンが代表的であり、変性天然樹脂としては、ロジン誘導体、繊維
素誘導体、ゴム誘導体、タンパク誘導体およびそれらのオリゴマーが挙げられる。合成樹
脂としては、エポキシ樹脂、アクリル樹脂、マレイン酸樹脂、ブチラール樹脂、ポリエス
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テル樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、ポリウレタン樹脂等が挙げられる。天然樹脂
で変性された合成樹脂としては、ロジン変性マレイン酸樹脂、ロジン変性フェノール樹脂
等が挙げられる。
　合成樹脂としては、ポリアミドアミンとその塩、ポリカルボン酸とその塩、高分子量不
飽和酸エステル、ポリウレタン、ポリエステル、ポリ（メタ）アクリレート、（メタ）ア
クリル系共重合体、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物が挙げられる。
【０１５２】
　公知の分散剤（顔料分散剤）としては、高分子分散剤〔例えば、ポリアミドアミンとそ
の塩、ポリカルボン酸とその塩、高分子量不飽和酸エステル、変性ポリウレタン、変性ポ
リエステル、変性ポリ（メタ）アクリレート、（メタ）アクリル系共重合体、ナフタレン
スルホン酸ホルマリン縮合物〕、および、ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル、
ポリオキシエチレンアルキルアミン、アルカノールアミン、顔料誘導体等を挙げることが
できる。
　高分子分散剤は、その構造からさらに直鎖状高分子、末端変性型高分子、グラフト型高
分子、ブロック型高分子に分類することができる。
【０１５３】
　高分子分散剤は顔料の表面に吸着し、再凝集を防止する様に作用する。そのため、顔料
表面へのアンカー部位を有する末端変性型高分子、グラフト型高分子、ブロック型高分子
が好ましい構造として挙げることができる。一方で、顔料誘導体は顔料表面を改質するこ
とで、高分子分散剤の吸着を促進させる効果を有する。
【０１５４】
　本発明に用いうる公知の分散剤（顔料分散剤）の具体例としては、ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉ
ｅ社製「Ｄｉｓｐｅｒｂｙｋ－１０１（ポリアミドアミン燐酸塩）、１０７（カルボン酸
エステル）、１１０（酸基を含む共重合物）、１３０（ポリアミド）、１６１、１６２、
１６３、１６４、１６５、１６６、１７０（高分子共重合物）」、「ＢＹＫ－Ｐ１０４、
Ｐ１０５（高分子量不飽和ポリカルボン酸）、ＥＦＫＡ社製「ＥＦＫＡ４０４７、４０５
０、４０１０、４１６５（ポリウレタン系）、ＥＦＫＡ４３３０、４３４０（ブロック共
重合体）、４４００、４４０２（変性ポリアクリレート）、５０１０（ポリエステルアミ
ド）、５７６５（高分子量ポリカルボン酸塩）、６２２０（脂肪酸ポリエステル）、６７
４５（フタロシアニン誘導体）、６７５０（アゾ顔料誘導体）」、味の素ファンテクノ社
製「アジスパーＰＢ８２１、ＰＢ８２２」、共栄社化学社製「フローレンＴＧ－７１０（
ウレタンオリゴマー）」、「ポリフローＮｏ．５０Ｅ、Ｎｏ．３００（アクリル系共重合
体）」、楠本化成社製「ディスパロンＫＳ－８６０、８７３ＳＮ、８７４、＃２１５０（
脂肪族多価カルボン酸）、＃７００４（ポリエーテルエステル）、ＤＡ－７０３－５０、
ＤＡ－７０５、ＤＡ－７２５」、花王社製「デモールＲＮ、Ｎ（ナフタレンスルホン酸ホ
ルマリン重縮合物）、ＭＳ、Ｃ、ＳＮ－Ｂ（芳香族スルホン酸ホルマリン重縮合物）」、
「ホモゲノールＬ－１８（高分子ポリカルボン酸）」、「エマルゲン９２０、９３０、９
３５、９８５（ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル）」、「アセタミン８６（ス
テアリルアミンアセテート）」、ルーブリゾール社製「ソルスパース５０００（フタロシ
アニン誘導体）、２２０００（アゾ顔料誘導体）、１３２４０（ポリエステルアミン）、
３０００、１７０００、２７０００（末端部に機能部を有する高分子）、２４０００、２
８０００、３２０００、３８５００（グラフト型高分子）」、日光ケミカル社製「ニッコ
ールＴ１０６（ポリオキシエチレンソルビタンモノオレート）、ＭＹＳ－ＩＥＸ（ポリオ
キシエチレンモノステアレート）」等が挙げられる。
【０１５５】
　本発明の顔料分散組成物における特定高分子化合物の含有量は、顔料に対して質量比で
、顔料：特定高分子化合物＝１０：１～１：１が好ましく、より好ましくは、５：１～１
．２５：１であり、更に好ましくは、４：１～１．５：１である。
【０１５６】
　本発明の顔料分散組成物における顔料分散剤としては、本発明の特定高分子化合物を単
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独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　また、本発明の特定高分子化合物と、前記公知の分散剤の１種以上と、を組み合わせて
使用してもよい。
　なお前記公知の分散剤を併用する場合は、顔料分散剤全量中、本発明の特定高分子化合
物を７０質量％以上用いることが好ましい。
【０１５７】
（顔料）
　本発明の顔料分散組成物に用いうる顔料としては、従来公知の種々の無機顔料又は有機
顔料を適宜選択して用いることができる。
　顔料としては、本発明の顔料分散組成物がカラーフィルタの着色領域に用いられ、その
際に高透過率であることが好ましいこと等を考慮すると、有機顔料が好ましく、また、な
るべく粒子サイズの小さいものを使用することが好ましい。
　顔料分散組成物及びこれを含有する着色感光性組成物のハンドリング性を考慮すると、
顔料の平均１次粒子径としては、１００ｎｍ以下が好ましく、３０ｎｍ以下がより好まし
く、５ｎｍ～２５ｎｍが最も好ましい。該粒子径が前記範囲内であると、透過率が高く、
色特性が良好であると共に、高いコントラストのカラーフィルタを形成するのに有効であ
る。
　平均１次粒子径は、ＳＥＭ或いはＴＥＭで観察し、粒子が凝集していない部分で粒子サ
イズを１００個計測し、平均値を算出することによって求める。
【０１５８】
　前記無機顔料としては、金属酸化物、金属錯塩等で示される金属化合物を挙げることが
でき、具体的には、鉄、コバルト、アルミニウム、カドミウム、鉛、銅、チタン、マグネ
シウム、クロム、亜鉛、アンチモン等の金属酸化物、及び前記金属の複合酸化物を挙げる
ことができる。
【０１５９】
　前記有機顔料としては、例えば、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１，２，３，４，５，６，７，９，１０，１４，１
７，２２，２３，３１，３８，４１，４８：１，４８：２，４８：３，４８：４，４９，
４９：１，４９：２，５２：１，５２：２，５３：１，５７：１，６０：１，６３：１，
６６，６７，８１：１，８１：２，８１：３，８３，８８，９０，１０５，１１２，１１
９，１２２，１２３，１４４，１４６，１４９，１５０，１５５，１６６，１６８，１６
９，１７０，１７１，１７２，１７５，１７６，１７７，１７８，１７９，１８４，１８
５，１８７，１８８，１９０，２００，２０２，２０６，２０７，２０８，２０９，２１
０，２１６，２２０，２２４，２２６，２４２，２４６，２５４，２５５，２６４，２７
０，２７２，２７９、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１，２，３，４，５，６，１０，１１，１２
，１３，１４，１５，１６，１７，１８，２０，２４，３１，３２，３４，３５，３５：
１，３６，３６：１，３７，３７：１，４０，４２，４３，５３，５５，６０，６１，６
２，６３，６５，７３，７４，７７，８１，８３，８６，９３，９４，９５，９７，９８
，１００，１０１，１０４，１０６，１０８，１０９，１１０，１１３，１１４，１１５
，１１６，１１７，１１８，１１９，１２０，１２３，１２５，１２６，１２７，１２８
，１２９，１３７，１３８，１３９，１４７，１４８，１５０，１５１，１５２，１５３
，１５４，１５５，１５６，１６１，１６２，１６４，１６６，１６７，１６８，１６９
，１７０，１７１，１７２，１７３，１７４，１７５，１７６，１７７，１７９，１８０
，１８１，１８２，１８５，１８７，１８８，１９３，１９４，１９９，２１３，２１４
、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｏｒａｎｇｅ　２，５，１３，１６，１７：１，３１，３４
，３６，３８，４３，４６，４８，４９，５１，５２，５５，５９，６０，６１，６２，
６４，７１，７３、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ　７，１０，３６，３７、
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　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１，２，１５，１５：１，１５：２，１５：３，
１５：４，１５：６，１６，２２，６０，６４，６６，７９，７９のＣｌ置換基をＯＨに
変更したもの，８０、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１，１９，２３，２７，３２，３７，４２、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｒｏｗｎ　２５，２８、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌａｃｋ　１，７等を挙げることができる。
　但し、本発明においてはこれらに限定されるものではない。
【０１６０】
　これらの中で好ましく用いることができる顔料として、以下のものを挙げることができ
る。
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｙｅｌｌｏｗ　１１，２４，１０８，１０９，１１０，１３
８，１３９，１５０，１５１，１５４，１６７，１８０，１８５、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｏｒａｎｇｅ　３６，７１、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｒｅｄ　１２２，１５０，１７１，１７５，１７７，２０９
，２２４，２４２，２５４，２５５，２６４、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｖｉｏｌｅｔ　１９，２３，３２、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：１，１５：３，１５：６，１６，２２，６
０，６６、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｇｒｅｅｎ　７，３６，３７、
　Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌａｃｋ　１，７
【０１６１】
　これら有機顔料は、単独若しくは色純度を上げるため種々の組合せて用いることができ
る。有機顔料の組合せの具体例を以下に示す。
　例えば、赤の顔料としては、アントラキノン系顔料、ペリレン系顔料、ジケトピロロピ
ロール系顔料を単独で、又は、それらの少なくとも１種と、ジスアゾ系黄色顔料、イソイ
ンドリン系黄色顔料、キノフタロン系黄色顔料又はペリレン系赤色顔料、アントラキノン
系赤色顔料、ジケトピロロピロール系赤色顔料と、を混合して用いることができる。
　例えば、アントラキノン系顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１７７が挙げら
れ、ペリレン系顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１５５、Ｃ．Ｉ．ピグメント
・レッド２２４が挙げられ、ジケトピロロピロール系顔料としては、Ｃ．Ｉ．ピグメント
・レッド２５４が挙げられ、色再現性の点でＣ．Ｉ．ピグメント・イエロー８３、Ｃ．Ｉ
．ピグメント・イエロー１３９又はＣ．Ｉ．ピグメント・レッド１７７との混合が好まし
い。また、赤色顔料と他顔料との質量比は、４００ｎｍから５００ｎｍの光透過率と色純
度の点から、１００：５～１００：８０が好ましい。特に、上記質量比としては、１００
：１０～１００：６５の範囲が最適である。なお、赤色顔料同士の組み合わせの場合は、
色度に併せて調整することができる。
【０１６２】
　また、緑の顔料としては、ハロゲン化フタロシアニン系顔料を１種単独で、又は、これ
とジスアゾ系黄色顔料、キノフタロン系黄色顔料、アゾメチン系黄色顔料、若しくはイソ
インドリン系黄色顔料とを混合して用いることができる。
　例えば、このような例としては、Ｃ．Ｉ．ピグメント・グリーン７、３６、３７とＣ．
Ｉ．ピグメント・イエロー８３、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１３８、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ント・イエロー１３９、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イエロー１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメント・イ
エロー１８０又はＣ．Ｉ．ピグメント・イエロー１８５との混合が好ましい。緑顔料と黄
色顔料との質量比は、４００ｎｍ～４５０ｎｍの光透過率と色純度の点から、１００：５
～１００：２００が好ましい。上記質量比としては１００：２０～１００：１５０の範囲
が特に好ましい。
【０１６３】
　青の顔料としては、フタロシアニン系顔料を、１種単独で、又は、これとジオキサジン
系紫色顔料とを混合して用いることができる。
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　特に好適な例として、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：６とＣ．Ｉ．ピグメント・バ
イオレット２３との混合を挙げることができる。
　青色顔料と紫色顔料との質量比は、１００：０～１００：１００が好ましく、より好ま
しくは１００：７０以下である。
【０１６４】
　また、ブラックマトリックス用途に好適な顔料としては、カーボンブラック、グラファ
イト、チタンブラック、酸化鉄、酸化チタン単独又は混合を用いることができ、カーボン
ブラックとチタンブラックとの組合せが好ましい。
　また、カーボンブラックとチタンブラックとの質量比は、１００：０～１００：６０の
範囲が好ましい。１００：６１以上では、分散安定性が低下する場合がある。
【０１６５】
（顔料の微細化）
　本発明においては、必要に応じて、上記のような顔料を、微細で、かつ、整粒化してな
る顔料を用いてもよい。
　この顔料の微細化には、顔料を、水溶性有機溶剤及び水溶性無機塩類と共に高粘度な液
状組成物を調製し、これを摩砕する工程を含む方法を用いることが好ましい。
　本発明においては、顔料の微細化には、以下の方法を用いることがより好ましい。
　即ち、まず、有機顔料、水溶性有機溶剤、及び水溶性無機塩類の混合物（液状組成物）
に対し、二本ロール、三本ロール、ボールミル、トロンミル、ディスパー、ニーダー、コ
ニーダー、ホモジナイザー、ブレンダー、単軸若しくは２軸の押出機等の混練機を用いて
、強い剪断力を与えることで、混合物中の顔料を摩砕した後、この混合物を水中に投入し
、攪拌機等でスラリー状とする。次いで、このスラリーをろ過、水洗し、水溶性有機溶剤
及び水溶性無機塩を除去した後、乾燥することで、微細化された顔料を得る方法である。
【０１６６】
　前記の微細化に用いられる水溶性有機溶剤としては、メタノール、エタノール、イソプ
ロパノール、ｎ－プロパノール、イソブタノール、ｎ－ブタノール、エチレングリコール
、ジエチレングリコール、ジエチレングリコールモノメチルエーテール、ジエチレングリ
コールモノエチルエーテール、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレング
リコール、プロピレンゴリコールモノメチルエーテルアセテート等を挙げることができる
。
　また、少量用いることで顔料に吸着して、廃水中に流失しないならば、ベンゼン、トル
エン、キシレン、エチルベンゼン、クロロベンゼン、ニトロベンゼン、アニリン、ピリジ
ン、キノリン、テトラヒドロフラン、ジオキサン、酢酸エチル、酢酸イソプロピル、酢酸
ブチル、ヘキサン、ヘプタン、オクタン、ノナン、デカン、ウンデカン、ドデカン、シク
ロヘキサン、メチルシクロヘササン、ハロゲン化炭化水素、アセトン、メチルエチルケト
ン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、ジメチルホルムアミド、ジメチルスル
ホキシド、Ｎ－メチルピロリドン等を用いてもよい。また、必要に応じて２種類以上の溶
剤を混合して使用してもよい。
　これら水溶性有機溶剤の使用量は、顔料に対して、５０質量％～３００質量％の範囲が
好ましく、より好ましくは１００質量％～２００質量％の範囲である。
【０１６７】
　また、本発明において水溶性無機塩としては、塩化ナトリウム、塩化カリウム、塩化カ
ルシウム、塩化バリウム、硫酸ナトリウム等が用いられる。
　水溶性無機塩の使用量は、有機顔料の１倍質量～５０倍質量が好ましく、多い方が摩砕
効果はあるが、生産性の点から、より好ましい量は１倍質量～１０倍質量である。
　また、水溶性無機塩の溶解を防ぐため、摩砕される液状組成物中の水分が１質量％以下
であることが好ましい。
【０１６８】
　本発明において、顔料、水溶性有機溶剤、及び水溶性無機塩を含む液状組成物を摩砕す
る際には、前述の混練機などの湿式粉砕装置を用いればよい。この湿式粉砕装置の運転条
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件については特に制限はないが、粉砕メディア（水溶性無機塩）による磨砕を効果的に進
行させるため、装置がニーダーの場合の運転条件は、装置内のブレードの回転数は、１０
ｒｐｍ～２００ｒｐｍが好ましく、また２軸の回転比が相対的に大きいほうが、摩砕効果
が大きく好ましい。また、運転時間は、乾式粉砕時間と併せて１時間～８時間が好ましく
、装置の内温は５０℃～１５０℃が好ましい。また、粉砕メディアである水溶性無機塩は
粉砕粒度が５μｍ～５０μｍで粒子径の分布がシャープで、且つ、球形が好ましい。
　上記のような摩砕後の混合物を、８０℃の温水と混合することで、水溶性有機溶剤と水
溶性無機塩類とを溶解させ、その後、ろ過、水洗し、オーブンで乾燥して、微細な顔料を
得ることができる。
【０１６９】
　また、上記の有機顔料の微細化の際、液状組成物中に、水溶性有機溶剤に少なくとも一
部可溶な樹脂を併用することにより、微細で、且つ、表面が樹脂により被覆された、乾燥
時の顔料の凝集が少ない加工顔料を得ることができる。
　ここで、加工顔料を得る際に用いられる、水溶性有機溶剤に少なくとも一部可溶な樹脂
としては、顔料分散剤として用いられている公知の樹脂を用いることができ、また前述の
本発明の特定高分子化合物を用いることもできる。
【０１７０】
　本発明の顔料分散組成物中の顔料の含有量は、５質量％～５０質量％が好ましく、１０
質量％～３０質量％がより好ましく、１０質量％～２０質量％が更に好ましい。
【０１７１】
（有機溶剤）
　本発明の顔料分散組成物は、少なくとも１種の有機溶剤を含有する。
　本発明の顔料分散組成物に用いられる有機溶剤としては、１－メトキシ－２－プロピル
アセテート、１－メトキシ－２－プロパノール、エチレングリコールモノメチルエーテル
、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、酢酸エチル、酢酸ブチル、乳酸エチル、ア
セトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、ｎ－プロパ
ノール、２－プロパノール、ｎ－ブタノール、シクロヘキサノール、エチレングリコール
、ジエチレングリコール、トルエン、キシレン、安息香酸エチルなどを挙げることができ
る。
　また、有機溶剤の添加量は、顔料分散組成物の用途などに応じて適宜選択されるが、後
述する光硬化性組成物の調製に用いる場合には、取り扱い性の観点から、顔料等を含む固
形分濃度が５質量％～５０質量％となるように添加することができる。
【０１７２】
（他の成分）
　本発明の顔料分散組成物には、顔料誘導体が好適に用いられる。
　本発明においては、分散剤と親和性のある部分、或いは、極性基を導入した顔料誘導体
を処理顔料表面に吸着させ、これを分散剤の吸着点として用いることで、顔料を微細な粒
子として顔料分散組成物中に分散させることができ、また、その再凝集をも防止すること
ができる。つまり、顔料誘導体は顔料表面を改質することで、顔料分散剤の吸着を促進さ
せる効果を有する。
【０１７３】
　顔料誘導体は、具体的には有機顔料を母体骨格とし、側鎖に酸性基や塩基性基、芳香族
基を置換基として導入した化合物である。母体骨格となる有機顔料は、具体的には、キナ
クリドン系顔料、フタロシアニン系顔料、アゾ系顔料、キノフタロン系顔料、イソインド
リン系顔料、イソインドリノン系顔料、キノリン顔料、ジケトピロロピロール顔料、ベン
ゾイミダゾロン顔料等が挙げられる。
　また、母体骨格としては、一般に、色素と呼ばれていないナフタレン系、アントラキノ
ン系、トリアジン系、キノリン系等の淡黄色の芳香族多環化合物も含まれる。
【０１７４】
　本発明における顔料誘導体としては、特開平１１－４９９７４号公報、特開平１１－１
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８９７３２号公報、特開平１０－２４５５０１号公報、特開２００６－２６５５２８号公
報、特開平８－２９５８１０号公報、特開平１１－１９９７９６号公報、特開２００５－
２３４４７８号公報、特開２００３－２４０９３８号公報、特開２００１－３５６２１０
号公報等に記載されているものを使用できる。
【０１７５】
　本発明の顔料分散組成物中に顔料誘導体を使用する場合であれば、その使用量としては
、顔料に対し１質量％～８０質量％の範囲にあることが好ましく、３質量％～６５質量％
の範囲にあることがより好ましく、５質量％～５０質量％の範囲にあることが特に好まし
い。含有量がこの範囲内であると、粘度を低く抑えながら、顔料の分散を良好に行えると
共に、分散後の分散安定性を向上させることができる。
　この顔料分散組成物をカラーフィルタの製造に適用することで、透過率が高く、優れた
色特性を有し、高いコントラストのカラーフィルタを得ることができる。
【０１７６】
　また、本発明の顔料分散組成物においては、界面活性剤等の分散剤を用いることもでき
る。
【０１７７】
〔顔料分散組成物の調製〕
　本発明の顔料分散組成物は、各種の混合機、分散機を使用して混合分散する混合分散工
程を経ることによって、調製することができる。
　なお、混合分散工程は、混練分散とそれに続けて行う微分散処理からなるのが好ましい
が、混練分散を省略することも可能である。
【０１７８】
　本発明の顔料分散組成物は、具体的には、例えば、本発明に係る特定高分子化合物、顔
料、および有機溶剤を、縦型もしくは横型のサンドグラインダー、ピンミル、スリットミ
ル、超音波分散機等を用いて、０．０１ｍｍ～１ｍｍの粒子径のガラス、ジルコニア等で
できたビーズにて微分散処理を行なうことにより得ることができる。
　なお、ビーズによる微分散を行なう前に、二本ロール、三本ロール、ボールミル、トロ
ンミル、ディスパー、ニーダー、コニーダー、ホモジナイザー、ブレンダー、単軸もしく
は２軸の押出機等を用いて、強い剪断力を与えながら混練分散処理を行なうことも可能で
ある。
【０１７９】
　なお、混練、分散についての詳細は、Ｔ．Ｃ．Ｐａｔｔｏｎ著”Ｐａｉｎｔ　Ｆｌｏｗ
　ａｎｄ　Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ”（１９６４年　Ｊｏｈｎ　Ｗｉｌｅ
ｙ　ａｎｄ　Ｓｏｎｓ社刊）等に記載されており、本発明においてもここに記載の方法を
適用することができる。
【０１８０】
　本発明の顔料分散組成物は、本発明の特定高分子化合物を含んで構成されるので、顔料
の分散性、分散安定性に優れ、さまざまな用途に用いることができる。
【０１８１】
＜光硬化性組成物＞
　本発明の光硬化性組成物は、既述の本発明の顔料分散組成物と、重合性化合物と、光重
合開始剤とを含んでなり、更に、アルカリ可溶性樹脂を含むことが好ましく、必要に応じ
て、他の成分を含んでいてもよい。
　以下、本発明の光硬化性組成物に含まれる各成分について詳述する。
【０１８２】
（顔料分散組成物）
　本発明の光硬化性組成物に含有される顔料分散組成物は、既述の本発明の顔料分散組成
物である。
【０１８３】
　本発明の光硬化性組成物中における顔料分散組成物の含有量としては、光硬化性組成物
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の全固形分（質量）に対して、顔料の含有量が５質量％～７０質量％の範囲となる量が好
ましく、１５質量％～６０質量％の範囲となる量がより好ましい。顔料分散組成物の含有
量がこの範囲内であると、色濃度が充分で優れた色特性を確保するのに有効である。
【０１８４】
（重合性化合物）
　本発明の光硬化性組成物は、少なくとも１種の重合性化合物を含有する。
　本発明に用いることができる重合性化合物は、少なくとも一個のエチレン性不飽和二重
結合を有する付加重合性化合物であり、末端エチレン性不飽和結合を少なくとも１個、好
ましくは２個以上有する化合物から選ばれる。このような化合物群は当該産業分野におい
て広く知られるものであり、本発明においてはこれらを特に限定無く用いることができる
。重合性化合物は、例えば、モノマー、プレポリマー、すなわち２量体、３量体及びオリ
ゴマー、又はそれらの混合物並びにそれらの共重合体などの化学的形態をもつ。
【０１８５】
　モノマー及びその共重合体の例としては、不飽和カルボン酸（例えば、アクリル酸、メ
タクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸など）や、そのエス
テル類、アミド類が挙げられ、好ましくは、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アルコール化
合物とのエステル、不飽和カルボン酸と脂肪族多価アミン化合物とのアミド類が用いられ
る。また、ヒドロキシル基やアミノ基、メルカプト基等の求核性置換基を有する不飽和カ
ルボン酸エステル或いはアミド類と単官能若しくは多官能イソシアネート類或いはエポキ
シ類との付加反応物、及び単官能若しくは、多官能のカルボン酸との脱水縮合反応物等も
好適に使用される。また、イソシアネート基や、エポキシ基等の親電子性置換基を有する
不飽和カルボン酸エステル或いはアミド類と単官能若しくは多官能のアルコール類、アミ
ン類、チオール類との付加反応物、更にハロゲン基や、トシルオキシ基等の脱離性置換基
を有する不飽和カルボン酸エステル或いはアミド類と単官能若しくは多官能のアルコール
類、アミン類、チオール類との置換反応物も好適である。また、別の例として、上記の不
飽和カルボン酸の代わりに、不飽和ホスホン酸、スチレン、ビニルエーテル等に置き換え
た化合物群を使用することも可能である。
【０１８６】
　脂肪族多価アルコール化合物と不飽和カルボン酸とのエステルのモノマーの具体例とし
ては、アクリル酸エステルとして、エチレングリコールジアクリレート、トリエチレング
リコールジアクリレート、１，３－ブタンジオールジアクリレート、テトラメチレングリ
コールジアクリレート、プロピレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコール
ジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパント
リ（アクリロイルオキシプロピル）エーテル、トリメチロールエタントリアクリレート、
ヘキサンジオールジアクリレート、１，４－シクロヘキサンジオールジアクリレート、テ
トラエチレングリコールジアクリレート、ペンタエリスリトールジアクリレート、ペンタ
エリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタ
エリスリトールジアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ソルビト
ールトリアクリレート、ソルビトールテトラアクリレート、ソルビトールペンタアクリレ
ート、ソルビトールヘキサアクリレート、トリ（アクリロイルオキシエチル）イソシアヌ
レート、ポリエステルアクリレートオリゴマー、イソシアヌール酸ＥＯ変性トリアクリレ
ート、ビスフェノールＥＯ変性ジアクリレート、ビフェノールＥＯ変性ジアクリレート、
水添ビスフェノールＥＯ変性ジアクリレート、ジフェニルスルフィドＥＯ変性ジアクリレ
ート等がある。
【０１８７】
　メタクリル酸エステルとしては、テトラメチレングリコールジメタクリレート、トリエ
チレングリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、トリメ
チロールプロパントリメタクリレート、トリメチロールエタントリメタクリレート、エチ
レングリコールジメタクリレート、１，３－ブタンジオールジメタクリレート、ヘキサン
ジオールジメタクリレート、ペンタエリスリトールジメタクリレート、ペンタエリスリト
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ールトリメタクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、ジペンタエリス
リトールジメタクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレート、ソルビトー
ルトリメタクリレート、ソルビトールテトラメタクリレート、ビス〔ｐ－（３－メタクリ
ルオキシ－２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル〕ジメチルメタン、ビス－〔ｐ－（メタ
クリルオキシエトキシ）フェニル〕ジメチルメタン等がある。
【０１８８】
　イタコン酸エステルとしては、エチレングリコールジイタコネート、プロピレングリコ
ールジイタコネート、１，３－ブタンジオールジイタコネート、１，４－ブタンジオール
ジイタコネート、テトラメチレングリコールジイタコネート、ペンタエリスリトールジイ
タコネート、ソルビトールテトライタコネート等がある。
　クロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジクロトネート、テトラメチレング
リコールジクロトネート、ペンタエリスリトールジクロトネート、ソルビトールテトラジ
クロトネート等がある。イソクロトン酸エステルとしては、エチレングリコールジイソク
ロトネート、ペンタエリスリトールジイソクロトネート、ソルビトールテトライソクロト
ネート等がある。マレイン酸エステルとしては、エチレングリコールジマレート、トリエ
チレングリコールジマレート、ペンタエリスリトールジマレート、ソルビトールテトラマ
レート等がある。
【０１８９】
　その他のエステルの例として、例えば、特公昭５１－４７３３４、特開昭５７－１９６
２３１記載の脂肪族アルコール系エステル類や、特開昭５９－５２４０、特開昭５９－５
２４１、特開平２－２２６１４９記載の芳香族系骨格を有するもの、特開平１－１６５６
１３記載のアミノ基を含有するもの等も好適に用いられる。更に、前述のエステルモノマ
ーは混合物としても使用することができる。
【０１９０】
　また、脂肪族多価アミン化合物と不飽和カルボン酸とのアミドのモノマーの具体例とし
ては、メチレンビス－アクリルアミド、メチレンビス－メタクリルアミド、１，６－ヘキ
サメチレンビス－アクリルアミド、１，６－ヘキサメチレンビス－メタクリルアミド、ジ
エチレントリアミントリスアクリルアミド、キシリレンビスアクリルアミド、キシリレン
ビスメタクリルアミド等がある。その他の好ましいアミド系モノマーの例としては、特公
昭５４－２１７２６記載のシクロへキシレン構造を有すものを挙げることができる。
【０１９１】
　また、イソシアネートと水酸基の付加反応を用いて製造されるウレタン系付加重合性化
合物も好適であり、そのような具体例としては、例えば、特公昭４８－４１７０８号公報
中に記載されている１分子に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネート化
合物に、下記一般式（ａ）で示される水酸基を含有するビニルモノマーを付加させた１分
子中に２個以上の重合性ビニル基を含有するビニルウレタン化合物等が挙げられる。
【０１９２】
　一般式（ａ）
　ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ）ＣＯＯＣＨ２ＣＨ（Ｒ’）ＯＨ
（ただし、Ｒ及びＲ’は、それぞれ、Ｈ又はＣＨ３を示す。）
【０１９３】
　また、特開昭５１－３７１９３号、特公平２－３２２９３号、特公平２－１６７６５号
に記載されているようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６０号、特公昭
５６－１７６５４号、特公昭６２－３９４１７号、特公昭６２－３９４１８号記載のエチ
レンオキサイド系骨格を有するウレタン化合物類も好適である。更に、特開昭６３－２７
７６５３号、特開昭６３－２６０９０９号、特開平１－１０５２３８号に記載される、分
子内にアミノ構造やスルフィド構造を有する付加重合性化合物類を用いることによっては
、非常に感光スピードに優れた光重合性組成物を得ることができる。
【０１９４】
　その他の例としては、特開昭４８－６４１８３号、特公昭４９－４３１９１号、特公昭
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５２－３０４９０号、各公報に記載されているようなポリエステルアクリレート類、エポ
キシ樹脂と（メタ）アクリル酸を反応させたエポキシアクリレート類等の多官能のアクリ
レートやメタクリレートを挙げることができる。また、特公昭４６－４３９４６号、特公
平１－４０３３７号、特公平１－４０３３６号記載の特定の不飽和化合物や、特開平２－
２５４９３号記載のビニルホスホン酸系化合物等も挙げることができる。また、ある場合
には、特開昭６１－２２０４８号記載のペルフルオロアルキル基を含有する構造が好適に
使用される。更に日本接着協会誌ｖｏｌ．２０、Ｎｏ．７、３００～３０８ページ（１９
８４年）に光硬化性モノマー及びオリゴマーとして紹介されているものも使用することが
できる。
【０１９５】
　これらの重合性化合物について、その構造、単独使用か併用か、添加量等の使用方法の
詳細は、最終的な着色感光性組成物の性能設計にあわせて任意に設定できる。
　例えば、次のような観点から選択される。感度の点では１分子あたりの不飽和基含量が
多い構造が好ましく、多くの場合、２官能以上が好ましい。また、硬化膜の強度を高くす
るためには、３官能以上のものがよく、更に、異なる官能数・異なる重合性基（例えば、
アクリル酸エステル、メタクリル酸エステル、スチレン系化合物、ビニルエーテル系化合
物）のものを併用することで、感度と強度の両方を調節する方法も有効である。
【０１９６】
　また、光硬化性組成物中の他の成分（例えば、アルカリ可溶性樹脂などのバインダーポ
リマー、光重合開始剤、着色剤（顔料）との相溶性、分散性に対しても、重合化合物の選
択・使用法は重要な要因であり、例えば、低純度化合物の使用や、２種以上の併用により
相溶性を向上させうることがある。
　また、基板等との密着性を向上せしめる目的で特定の構造を選択することもあり得る。
重合性化合物は、光硬化性組成物中の不揮発性成分に対して、好ましくは５質量％～７０
質量％、更に好ましくは１０質量％～６０質量％の範囲で使用される。また、これらは単
独で用いても２種以上併用してもよい。その他、重合性化合物の使用法は、酸素に対する
重合阻害の大小、解像度、かぶり性、屈折率変化、表面粘着性等の観点から適切な構造、
配合、添加量を任意に選択できる。
【０１９７】
（光重合開始剤）
　本発明の光硬化性組成物を構成する光重合開始剤としては、例えば、特開平５７－６０
９６号公報に記載のハロメチルオキサジアゾール、特公昭５９－１２８１号公報、特開昭
５３－１３３４２８号公報等に記載のハロメチル－ｓ－トリアジン等活性ハロゲン化合物
、米国特許第４３１８７９１号、欧州特許出願公開第８８０５０等の各明細書に記載のケ
タール、アセタール、又はベンゾインアルキルエーテル類等の芳香族カルボニル化合物、
米国特許第４１９９４２０号明細書に記載のベンゾフェノン類等の芳香族ケトン化合物、
仏国特許発明第２４５６７４１号明細書に記載の（チオ）キサントン類又はアクリジン類
化合物、特開平１０－６２９８６号公報に記載のクマリン類又はロフィンダイマー類等の
化合物、特開平８－０１５５２１号公報等のスルホニウム有機硼素錯体等、等を挙げるこ
とができる。
【０１９８】
　本発明における光重合開始剤としては、アセトフェノン系、ケタール系、ベンゾフェノ
ン系、ベンゾイン系、ベンゾイル系、キサントン系、活性ハロゲン化合物（トリアジン系
、オキサジアゾール系、クマリン系）、アクリジン系、ビイミダゾール系、オキシムエス
テル系等が好ましい。
【０１９９】
　前記アセトフェノン系光重合開始剤としては、例えば、２，２－ジエトキシアセトフェ
ノン、ｐ－ジメチルアミノアセトフェノン、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル
－プロパン－１－オン、ｐ－ジメチルアミノアセトフェノン、４’－イソプロピル－２－
ヒドロキシ－２－メチル－プロピオフェノン，１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニ
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ル－ケトン、２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－
ブタノン－１、２－トリル－２－ジメチルアミノ－１－（４－モルフォリノフェニル）－
ブタノン－１、２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モルフォリノプ
ロパノン－１などを好適に挙げることができる。
【０２００】
　前記ケタール系光重合開始剤としては、例えば、ベンジルジメチルケタール、ベンジル
－β－メトキシエチルアセタールなどを好適に挙げることができる。
【０２０１】
　前記ベンゾフェノン系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン、４，４’－（
ビスジメチルアミノ）ベンゾフェノン、４，４’－（ビスジエチルアミノ）ベンゾフェノ
ン、４，４’－ジクロロベンゾフェノンを好適に挙げることができる。
【０２０２】
　前記ベンゾイン系又はベンゾイル系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインイソプ
ロピルエーテル、ゼンゾインイソブチルエーテル、ベンゾインメチルエーテル、メチルｏ
－ベンゾイルベゾエート等を好適に挙げることができる。
【０２０３】
　前記キサントン系光重合開始剤としては、例えば、ジエチルチオキサントン、ジイソプ
ロピルチオキサントン、モノイソプロピルチオキサントン、クロロチオキサントン等を好
適に挙げることができる。
【０２０４】
　前記活性ハロゲン化合物（トリアジン系，オキサジアゾール系，クマリン系）としては
、例えば、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－ｐ－メトキシフェニル－ｓ－トリア
ジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－ｐ－メトキシスチリル－ｓ－トリアジン
、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－（１－ｐ－ジメチルアミノフェニル）－１，
３－ブタジエニル－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－ビフェニ
ル－ｓ－トリアジン、２，４－ビス（トリクロロメチル）－６－（ｐ－メチルビフェニル
）－ｓ－トリアジン、ｐ－ヒドロキシエトキシスチリル－２，６－ジ（トリクロロメチル
）－ｓ－トリアジン、メトキシスチリル－２，６－ジ（トリクロロメチル－ｓ－トリアジ
ン、３，４－ジメトキシスチリル－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、
４－ベンズオキソラン－２，６－ジ（トリクロロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｏ－
ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－（ジエトキシカルボニルアミノ）－フェニル）－２，６－ジ（クロ
ロメチル）－ｓ－トリアジン、４－（ｐ－Ｎ，Ｎ－（ジエトキシカルボニルアミノ）－フ
ェニル）－２，６－ジ（クロロメチル）－ｓ－トリアジン，２－トリクロロメチル－５－
スチリル－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（シアノスチリ
ル）－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（ナフト－１－イル
）－１，３，４－オキソジアゾール、２－トリクロロメチル－５－（４－スチリル）スチ
リル－１，３，４－オキソジアゾール，３－メチル－５－アミノ－（（ｓ－トリアジン－
２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン、３－クロロ－５－ジエチルアミノ－（（ｓ
－トリアジン－２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン、３－ブチル－５－ジメチル
アミノ－（（ｓ－トリアジン－２－イル）アミノ）－３－フェニルクマリン等を好適に挙
げることができる。
【０２０５】
　前記アクリジン系光重合開始剤としては、例えば、９－フェニルアクリジン、１，７－
ビス（９－アクリジニル）ヘプタン等を好適に挙げることができる。
【０２０６】
　前記ビイミダゾール系光重合開始剤としては、例えば、２－（ｏ－クロロフェニル）－
４，５－ジフェニルイミダゾリル二量体、２－（ｏ－メトキシフェニル）－４，５－ジフ
ェニルイミダゾリル二量体、２－（２，４－ジメトキシフェニル）－４，５－ジフェニル
イミダゾリル二量体等を好適に挙げることができる。
【０２０７】
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　オキシムエステル系重合開始剤としては、Ｊ．Ｃ．Ｓ．　Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ　（１９
７９　）１６５３－１６６０）、Ｊ．Ｃ．Ｓ．　Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ　（１９７９）１５
６－１６２、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈｏｔｏｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎ
ｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（１９９５）２０２－２３２、特開２０００－６６３８５号公
報記載の化合物、特開２０００－８００６８号公報、特表２００４－５３４７９７号公報
記載の化合物等が挙げられる。
【０２０８】
　上記以外に、１－フェニル－１，２－プロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル
）オキシム、Ｏ－ベンゾイル－４’－（ベンズメルカプト）ベンゾイル－ヘキシル－ケト
キシム、２，４，６－トリメチルフェニルカルボニル－ジフェニルフォスフォニルオキサ
イド、ヘキサフルオロフォスフォロ－トリアルキルフェニルホスホニウム塩等が挙げられ
る。
【０２０９】
　本発明では、以上の光重合開始剤に限定されるものではなく、他の公知のものも使用す
ることができる。例えば、米国特許第２，３６７，６６０号明細書に記載のビシナールポ
リケトルアルドニル化合物、米国特許第２，３６７，６６１号及び第２，３６７，６７０
号明細書に記載のα－カルボニル化合物、米国特許第２，４４８，８２８号明細書に記載
のアシロインエーテル、米国特許第２，７２２，５１２号明細書に記載のα－炭化水素で
置換された芳香族アシロイン化合物、米国特許第３，０４６，１２７号及び第２，９５１
，７５８号明細書に記載の多核キノン化合物、米国特許第３，５４９，３６７号明細書に
記載のトリアリルイミダゾールダイマー／ｐ－アミノフェニルケトンの組合せ、特公昭５
１－４８５１６号公報に記載のベンゾチアゾール系化合物／トリハロメチール－ｓ－トリ
アジン系化合物、Ｊ．Ｃ．Ｓ．Ｐｅｒｋｉｎ　ＩＩ（１９７９）１６５３－１６６０、Ｊ
．Ｃ．Ｓ．ＰｅｒｋｉｎＩＩ（１９７９）１５６－１６２、Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｐｈ
ｏｔｏｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ（１９９５）２
０２－２３２、特開２０００－６６３８５号公報記載のオキシムエステル化合物等が挙げ
られる。
　また、これらの光重合開始剤を併用することもできる。
【０２１０】
　光重合開始剤の光硬化性組成物中における含有量としては、該組成物の全固形分に対し
て、０．１質量％～１０．０質量％が好ましく、より好ましくは０．５質量％～５．０質
量％である。光重合開始剤の含有量がこの範囲内であると、重合反応を良好に進行させて
強度の良好な膜形成が可能である。
【０２１１】
（アルカリ可溶性樹脂）
　本発明の光硬化性組成物は、アルカリ可溶性樹脂を含有することが好ましい。光硬化性
組成物にアルカリ可溶性樹脂を含有することで、該光硬化性組成物をフォトリソ法による
パターン形成に適用した際において、パターン形成性をより向上させることができる。
【０２１２】
　アルカリ可溶性樹脂としては、線状有機高分子重合体であって、分子（好ましくは、ア
クリル系共重合体、スチレン系共重合体を主鎖とする分子）中に少なくとも１つのアルカ
リ可溶性を促進する基（例えば、カルボキシル基、リン酸基、スルホン酸基など）を有す
るアルカリ可溶性樹脂の中から適宜選択することができる。このうち、更に好ましくは、
有機溶剤に可溶で弱アルカリ水溶液により現像可能なものである。
【０２１３】
　アルカリ可溶性樹脂の製造には、例えば、公知のラジカル重合法による方法を適用する
ことができる。ラジカル重合法でアルカリ可溶性樹脂を製造する際の温度、圧力、ラジカ
ル開始剤の種類及びその量、溶媒の種類等々の重合条件は、当業者において容易に設定可
能であり、実験的に条件を定めるようにすることもできる。
【０２１４】
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　線状有機高分子重合体としては、側鎖にカルボン酸を有するポリマーが好ましい。例え
ば、特開昭５９－４４６１５号、特公昭５４－３４３２７号、特公昭５８－１２５７７号
、特公昭５４－２５９５７号、特開昭５９－５３８３６号、特開昭５９－７１０４８号の
各公報に記載されているような、メタクリル酸共重合体、アクリル酸共重合体、イタコン
酸共重合体、クロトン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重
合体等、並びに側鎖にカルボン酸を有する酸性セルロース誘導体、水酸基を有するポリマ
ーに酸無水物を付加させたもの等であり、更に側鎖に（メタ）アクリロイル基を有する高
分子重合体も好ましいものとして挙げられる。
【０２１５】
　これらの中では、特に、ベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸共重合体
やベンジル（メタ）アクリレート／（メタ）アクリル酸／他のモノマーからなる多元共重
合体が好適である。
　この他、２－ヒドロキシエチルメタクリレートを共重合したもの等も有用なものとして
挙げられる。
【０２１６】
　上記以外に、特開平７－１４０６５４号公報に記載の、２－ヒドロキシプロピル（メタ
）アクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸
共重合体、２－ヒドロキシ－３－フェノキシプロピルアクリレート／ポリメチルメタクリ
レートマクロモノマー／ベンジルメタクリレート／メタクリル酸共重合体、２－ヒドロキ
シエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／メチルメタクリレート／メタク
リル酸共重合体、２－ヒドロキシエチルメタクリレート／ポリスチレンマクロモノマー／
ベンジルメタクレート／メタクリル酸共重合体などが挙げられる。
【０２１７】
　本発明におけるアルカリ可溶性樹脂の好適なものとしては、特に、（メタ）アクリル酸
と、これと共重合可能な他の単量体との共重合体が挙げられる。ここで（メタ）アクリル
酸とは、アクリル酸とメタクリル酸とを合わせた総称であり、以下も同様に（メタ）アク
リレートはアクリレートとメタクリレートの総称である。
【０２１８】
　（メタ）アクリル酸と共重合可能な他の単量体としては、アルキル（メタ）アクリレー
ト、アリール（メタ）アクリレート、ビニル化合物などが挙げられる。ここで、アルキル
基及びアリール基の水素原子は、置換基で置換されていてもよい。
　前記アルキル（メタ）アクリレート及びアリール（メタ）アクリレートの具体例として
は、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、プロピル（メタ）アク
リレート、ブチル（メタ）アクリレート、イソブチル（メタ）アクリレート、ペンチル（
メタ）アクリレート、ヘキシル（メタ）アクリレート、オクチル（メタ）アクリレート、
フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、トリル（メタ）アクリ
レート、ナフチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート等を挙げ
ることができる。
【０２１９】
　また、前記ビニル化合物としては、例えば、スチレン、α－メチルスチレン、ビニルト
ルエン、グリシジルメタクリレート、アクリロニトリル、ビニルアセテート、Ｎ－ビニル
ピロリドン、テトラヒドロフルフリルメタクリレート、フェニルマレイミド、ベンジルマ
レイミド、ポリスチレンマクロモノマー、ポリメチルメタクリレートマクロモノマー、Ｃ
Ｈ２＝ＣＲ１Ｒ２、ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）（ＣＯＯＲ３）〔ここで、Ｒ１は水素原子又は炭
素数１～５のアルキル基を表し、Ｒ２は炭素数６～１０の芳香族炭化水素環を表し、Ｒ３

は炭素数１～８のアルキル基又は炭素数６～１２のアラルキル基を表す。〕等を挙げるこ
とができる。
【０２２０】
　これら共重合可能な他の単量体は、１種単独で或いは２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
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　好ましい共重合可能な他の単量体は、ＣＨ２＝ＣＲ１Ｒ２、ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）（ＣＯ
ＯＲ３）、フェニル（メタ）アクリレート、ベンジル（メタ）アクリレート、及びスチレ
ンから選択される少なくとも１種であり、特に好ましくは、ＣＨ２＝ＣＲ１Ｒ２、及び／
又は、ＣＨ２＝Ｃ（Ｒ１）（ＣＯＯＲ３）である。
【０２２１】
　アルカリ可溶性樹脂の光硬化性組成物中における含有量としては、該組成物の全固形分
に対して、１質量％～３０質量％が好ましく、より好ましくは、１質量％～２５質量％で
あり、特に好ましくは、２質量％～２０質量％である。
【０２２２】
（溶剤）
　本発明の光硬化性組成物は、一般に、前述の各成分と共に溶剤を用いることで、好適に
調製することができる。
　用いられる溶剤としては、エステル類、例えば、酢酸エチル、酢酸－ｎ－ブチル、酢酸
イソブチル、ギ酸アミル、酢酸イソアミル、酢酸イソブチル、プロピオン酸ブチル、酪酸
イソプロピル、酪酸エチル、酪酸ブチル、アルキルエステル類、乳酸メチル、乳酸エチル
、オキシ酢酸メチル、オキシ酢酸エチル、オキシ酢酸ブチル、メトキシ酢酸メチル、メト
キシ酢酸エチル、メトキシ酢酸ブチル、エトキシ酢酸メチル、エトキシ酢酸エチル；３－
オキシプロピオン酸メチル、３－オキシプロピオン酸エチルなどの３－オキシプロピオン
酸アルキルエステル類；３－メトキシプロピオン酸メチル、３－メトキシプロピオン酸エ
チル、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、２－オキシ
プロピオン酸メチル、２－オキシプロピオン酸エチル、２－オキシプロピオン酸プロピル
、２－メトキシプロピオン酸メチル、２－メトキシプロピオン酸エチル、２－メトキシプ
ロピオン酸プロピル、２－エトキシプロピオン酸メチル、２－エトキシプロピオン酸エチ
ル、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、２－オキシ－２－メチルプロピオン酸
エチル、２－メトキシ－２－メチルプロピオン酸メチル、２－エトキシ－２－メチルプロ
ピオン酸エチル、ピルビン酸メチル、ピルビン酸エチル、ピルビン酸プロピル、アセト酢
酸メチル、アセト酢酸エチル、２－オキソブタン酸メチル、２－オキソブタン酸エチル等
；エーテル類、例えばジエチレングリコールジメチルエーテル、テトラヒドロフラン、エ
チレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、メチル
セロソルブアセテート、エチルセロソルブアセテート、ジエチレングリコールモノメチル
エーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノブチル
エーテル、プロピレングリコールメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールエチ
ルエーテルアセテート、プロピレングリコールプロピルエーテルアセテート等；ケトン類
、例えば、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、２－ヘプタノン、３－ヘプタノン等
；芳香族炭化水素類、例えば、トルエン、キシレン；等が挙げられる。
【０２２３】
　これらのうち、３－エトキシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル、
エチルセロソルブアセテート、乳酸エチル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、酢
酸ブチル、３－メトキシプロピオン酸メチル、２－ヘプタノン、シクロヘキサノン、プロ
ピレングリコールメチルエーテルアセテート等が好適である。
　溶剤は、単独で用いる以外に２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０２２４】
（その他成分）
　本発明の光硬化性組成物には、必要に応じて、増感色素、エポキシ樹脂、フッ素系有機
化合物、熱重合開始剤、熱重合成分、熱重合防止剤、充填剤、上記アルカリ可溶性樹脂以
外の高分子化合物、界面活性剤、密着促進剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、凝集防止剤な
どの各種添加物を含有することができる。
【０２２５】
〔増感色素〕
　本発明の光硬化性組成物は、必要に応じて増感色素を添加してもよい。増感色素は、こ
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の増感色素が吸収しうる波長の露光により上記光重合開始剤のラジカル発生反応等や、そ
れによる前記重合性化合物の重合反応が促進させることができる。
　このような増感色素としては、公知の分光増感色素又は染料、又は光を吸収して光重合
開始剤と相互作用する染料又は顔料が挙げられる。
【０２２６】
（分光増感色素又は染料）
　本発明に用いられる増感色素として好ましい分光増感色素又は染料は、多核芳香族類（
例えば、ピレン、ペリレン、トリフェニレン）、キサンテン類（例えば、フルオレッセイ
ン、エオシン、エリスロシン、ローダミンＢ、ローズベンガル）、シアニン類（例えば、
チアカルボシアニン、オキサカルボシアニン）、メロシアニン類（例えば、メロシアニン
、カルボメロシアニン）、チアジン類（例えば、チオニン、メチレンブルー、トルイジン
ブルー）、アクリジン類（例えば、アクリジンオレンジ、クロロフラビン、アクリフラビ
ン）、フタロシアニン類（例えば、フタロシアニン、メタルフタロシアニン）、ポルフィ
リン類（例えば、テトラフェニルポルフィリン、中心金属置換ポルフィリン）、クロロフ
ィル類（例えば、クロロフィル、クロロフィリン、中心金属置換クロロフィル）、金属錯
体（例えば、下記化合物）、アントラキノン類、（例えば、アントラキノン）、スクアリ
ウム類（例えば、スクアリウム）、等が挙げられる。
【０２２７】
【化４２】

 
【０２２８】
　より好ましい分光増感色素又は染料の例を以下に例示する。
　特公平３７－１３０３４号公報に記載のスチリル系色素；特開昭６２－１４３０４４号
公報に記載の陽イオン染料；特公昭５９－２４１４７号公報記載のキノキサリニウム塩；
特開昭６４－３３１０４号公報記載の新メチレンブルー化合物；特開昭６４－５６７６７
号公報記載のアントラキノン類；特開平２－１７１４号公報記載のベンゾキサンテン染料
；特開平２－２２６１４８号公報及び特開平２－２２６１４９号公報記載のアクリジン類
；特公昭４０－２８４９９号公報記載のピリリウム塩類；特公昭４６－４２３６３号公報
記載のシアニン類；特開平２－６３０５３号記載のベンゾフラン色素；特開平２－８５８
５８号公報、特開平２－２１６１５４号公報の共役ケトン色素；特開昭５７－１０６０５
号公報記載の色素；特公平２－３０３２１号公報記載のアゾシンナミリデン誘導体；特開
平１－２８７１０５号公報記載のシアニン系色素；特開昭６２－３１８４４号公報、特開
昭６２－３１８４８号公報、特開昭６２－１４３０４３号公報記載のキサンテン系色素；
特公昭５９－２８３２５号公報記載のアミノスチリルケトン；特開平２－１７９６４３号
公報記載の色素；特開平２－２４４０５０号公報記載のメロシアニン色素；特公昭５９－
２８３２６号公報記載のメロシアニン色素；特開昭５９－８９３０３号公報記載のメロシ
アニン色素；特開平８－１２９２５７号公報記載のメロシアニン色素；特開平８－３３４
８９７号公報記載のベンゾピラン系色素が挙げられる。
【０２２９】
（３５０ｎｍ～４５０ｎｍに極大吸収波長を有する色素）
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　増感色素の他の好ましい態様として、以下の化合物群に属しており、且つ、３５０ｎｍ
～４５０ｎｍに極大吸収波長を有する色素が挙げられる。
　例えば、多核芳香族類（例えば、ピレン、ペリレン、トリフェニレン）、キサンテン類
（例えば、フルオレッセイン、エオシン、エリスロシン、ローダミンＢ、ローズベンガル
）、シアニン類（例えばチアカルボシアニン、オキサカルボシアニン）、メロシアニン類
（例えば、メロシアニン、カルボメロシアニン）、チアジン類（例えば、チオニン、メチ
レンブルー、トルイジンブルー）、アクリジン類（例えば、アクリジンオレンジ、クロロ
フラビン、アクリフラビン）、アントラキノン類（例えば、アントラキノン）、スクアリ
ウム類（例えば、スクアリウム）が挙げられる。
【０２３０】
　より好ましい増感色素の例としては、下記一般式（ｉ）～（ｖ）で表される化合物が挙
げられる。
【０２３１】
【化４３】

【０２３２】
　（式（ｉ）中、Ａ１は硫黄原子またはＮＲ５０を表し、Ｒ５０はアルキル基またはアリ
ール基を表し、Ｌ２は隣接するＡ１及び隣接炭素原子と共同して色素の塩基性核を形成す
る非金属原子団を表し、Ｒ５１、Ｒ５２はそれぞれ独立に水素原子または一価の非金属原
子団を表し、Ｒ５１、Ｒ５２は互いに結合して、色素の酸性核を形成してもよい。Ｗは酸
素原子または硫黄原子を表す。）
【０２３３】
【化４４】

【０２３４】
　（式（ｉｉ）中、Ａｒ１及びＡｒ２はそれぞれ独立にアリール基を表し、－Ｌ３－によ
る結合を介して連結している。ここでＬ３は－Ｏ－または－Ｓ－を表す。また、Ｗは一般
式（ｉ）に示したものと同義である。）
【０２３５】

【化４５】

【０２３６】
　（式（ｉｉｉ）中、Ａ２は硫黄原子またはＮＲ５９を表し、Ｌ４は隣接するＡ２及び炭
素原子と共同して色素の塩基性核を形成する非金属原子団を表し、Ｒ５３、Ｒ５４、Ｒ５

５、Ｒ５６、Ｒ５７及びＲ５８はそれぞれ独立に一価の非金属原子団の基を表し、Ｒ５９

はアルキル基またはアリール基を表す。）
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【０２３７】
【化４６】

【０２３８】
　（式（ｉｖ）中、Ａ３、Ａ４はそれぞれ独立に－Ｓ－または－ＮＲ６２－または－ＮＲ
６３－を表し、Ｒ６２、Ｒ６３はそれぞれ独立に置換若しくは非置換のアルキル基、置換
若しくは非置換のアリール基を表し、Ｌ５、Ｌ６はそれぞれ独立に、隣接するＡ３、Ａ４

及び隣接炭素原子と共同して色素の塩基性核を形成する非金属原子団を表し、Ｒ６０、Ｒ
６１はそれぞれ独立に一価の非金属原子団であるか又は互いに結合して脂肪族性または芳
香族性の環を形成することができる。）
【０２３９】
【化４７】

【０２４０】
　（式（ｖ）中、Ｒ６６は置換基を有してもよい芳香族環またはヘテロ環を表し、Ａ５は
酸素原子、硫黄原子または－ＮＲ６７－を表す。Ｒ６４、Ｒ６５及びＲ６７はそれぞれ独
立に水素原子または一価の非金属原子団を表し、Ｒ６７とＲ６４、及びＲ６５とＲ６７は
それぞれ互いに脂肪族性または芳香族性の環を形成するため結合することができる。）
【０２４１】
　一般式（ｉ）～（ｖ）で表される化合物の好ましい具体例としては、以下に示すものが
挙げられる。
【０２４２】
【化４８】
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【０２４３】
　上記の増感色素に関しては、本発明の光硬化性組成物の特性を改良する目的で、以下の
ような種々の化学修飾を行うことが可能である。例えば、増感色素と、付加重合性化合物
構造（例えば、アクリロイル基やメタクリロイル基）とを、共有結合、イオン結合、水素
結合等の方法により結合させることで、架橋硬化膜の高強度化や、架橋硬化膜からの色素
の不要な析出抑制効果向上を得ることができる。
【０２４４】
　増感色素の含有量は、光硬化性組成物の全固形分に対し、０．０１質量％～２０質量％
が好ましく、より好ましくは、０．０１質量％～１０質量％であり、更に好ましくは０．
１質量％～５質量％である。
　増感色素の含有量がこの範囲であることで、超高圧水銀灯の露光波長に対して高感度で
あり、膜深部硬化性が得られると共に、現像マージン、パターン形成性の点で好ましい。
【０２４５】
（エポキシ樹脂）
　本発明の光硬化性組成物は、形成された塗布膜の強度を上げるために、熱重合成分とし
て、エポキシ樹脂を用いることができる。
　エポキシ樹脂としては、ビスフェノールＡ型、クレゾールノボラック型、ビフェニル型
、脂環式エポキシ化合物などのエポキシ環を分子中に２個以上有する化合物である。
　例えば、ビスフェノールＡ型としては、エポトートＹＤ－１１５、ＹＤ－１１８Ｔ、Ｙ
Ｄ－１２７、ＹＤ－１２８、ＹＤ－１３４、ＹＤ－８１２５、ＹＤ－７０１１Ｒ、ＺＸ－
１０５９、ＹＤＦ－８１７０、ＹＤＦ－１７０など（以上東都化成製）、デナコールＥＸ
－１１０１、ＥＸ－１１０２、ＥＸ－１１０３など（以上ナガセ化成製）、プラクセルＧ
Ｌ－６１、ＧＬ－６２、Ｇ１０１、Ｇ１０２（以上ダイセル化学製）の他に、これらの類
似のビスフェノールＦ型、ビスフェノールＳ型も挙げることができる。また、Ｅｂｅｃｒ
ｙｌ　３７００、３７０１、６００（以上ダイセルユーシービー製）などのエポキシアク
リレートも使用可能である。
【０２４６】
　クレゾールノボラック型としては、エポトートＹＤＰＮ－６３８、ＹＤＰＮ－７０１、
ＹＤＰＮ－７０２、ＹＤＰＮ－７０３、ＹＤＰＮ－７０４など（以上東都化成製）、デナ
コールＥＭ－１２５など（以上ナガセ化成製）、ビフェニル型としては、３，５，３’，
５’－テトラメチル－４，４’－ジグリシジルビフェニルなど、脂環式エポキシ化合物と
しては、セロキサイド２０２１、２０８１、２０８３、２０８５、エポリードＧＴ－３０
１、ＧＴ－３０２、ＧＴ－４０１、ＧＴ－４０３、ＥＨＰＥ－３１５０（以上ダイセル化
学製）、サントートＳＴ－３０００、ＳＴ－４０００、ＳＴ－５０８０、ＳＴ－５１００
など（以上東都化成製）、Ｅｐｉｃｌｏｎ４３０、同６７３、同６９５、同８５０Ｓ、同
４０３２（以上大日本インキ製）などを挙げることができる。
　また、１，１，２，２－テトラキス（ｐ－グリシジルオキシフェニル）エタン、トリス
（ｐ－グリシジルオキシフェニル）メタン、トリグリシジルトリス（ヒドロキシエチル）
イソシアヌレート、ｏ－フタル酸ジグリシジルエステル、テレフタル酸ジグリシジルエス
テル、他にアミン型エポキシ樹脂であるエポトートＹＨ－４３４、ＹＨ－４３４Ｌ、ビス
フェノールＡ型エポキシ樹脂の骨格中にダイマー酸を変性したグリシジルエステル等も使
用できる。
【０２４７】
　この中で好ましいのは「分子量／エポキシ環の数」が１００以上であり、より好ましい
ものは１３０～５００である。「分子量／エポキシ環の数」が小さいと硬化性が高く、硬
化時の収縮が大きく、また、大きすぎると硬化性が不足し、信頼性に欠けたり、平坦性が
悪くなる。
　具体的な好ましい化合物としては、エポトートＹＤ－１１５、１１８Ｔ、１２７、ＹＤ
Ｆ－１７０、ＹＤＰＮ－６３８、ＹＤＰＮ－７０１、プラクセルＧＬ－６１、ＧＬ－６２
、３，５，３’，５’－テトラメチル－４，４’ジグリシジルビフェニル、セロキサイド
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２０２１、２０８１、エポリードＧＴ－３０２、ＧＴ－４０３、ＥＨＰＥ－３１５０など
が挙げられる。
【０２４８】
（フッ素系有機化合物）
　本発明の光硬化性組成物は、フッ素系有機化合物を含有することで、塗布液としたとき
の液特性（特に、流動性）を向上させ、塗布厚の均一性や省液性を改善することができる
。
　すなわち、フッ素系有機化合物を含有する光硬化性組成物は、被塗布面と塗布液との界
面張力を低下させて被塗布面への濡れ性が改善され、被塗布面への塗布性が向上するため
、少量の液量で数μｍ程度の薄膜を形成した場合であっても、厚みムラの小さい均一厚の
膜形成が可能である点で有効である。
【０２４９】
　フッ素系有機化合物中のフッ素含有率は３質量％～４０質量％が好適であり、より好ま
しくは５質量％～３０質量％であり、特に好ましくは７質量％～２５質量％である。フッ
素含有率がこの範囲内であると、塗布厚均一性や省液性の点で効果的であり、組成物中へ
の溶解性も良好である。
【０２５０】
　フッ素系有機化合物としては、例えば、メガファックＦ１７１、同Ｆ１７２、同Ｆ１７
３、同Ｆ１７７、同Ｆ１４１、同Ｆ１４２、同Ｆ１４３、同Ｆ１４４、同Ｒ３０、同Ｆ４
３７（以上、大日本インキ化学工業（株）製）、フロラードＦＣ４３０、同ＦＣ４３１、
同ＦＣ１７１（以上、住友スリーエム（株）製）、サーフロンＳ－３８２、同ＳＣ－１０
１、同ＳＣ－１０３、同ＳＣ－１０４、同ＳＣ－１０５、同ＳＣ１０６８、同ＳＣ－３８
１、同ＳＣ－３８３、同Ｓ３９３、同ＫＨ－４０（以上、旭硝子（株）製）等が挙げられ
る。
【０２５１】
　フッ素系有機化合物は、特に、本発明の着色感光性組成物を用い、薄い塗布膜を形成す
る際、塗布ムラや厚みムラの防止に効果的である。また、更には、液切れを起こしやすい
スリット塗布に本発明の着色感光性組成物を適用する際も効果的である。
　フッ素系有機化合物の添加量は、着色感光性組成物の全質量に対して、０．００１質量
％～２．０質量％が好ましく、より好ましくは０．００５質量％～１．０質量％である。
【０２５２】
（熱重合開始剤）
　本発明の光硬化性組成物には、熱重合開始剤を含有させることも有効である。
　熱重合開始剤としては、例えば、各種のアゾ系化合物、過酸化物系化合物が挙げられる
。
　前記アゾ系化合物としては、アゾビス系化合物を挙げることができ、前記過酸化物系化
合物としては、ケトンパーオキサイド、パーオキシケタール、ハイドロパーオキサイド、
ジアルキルパーオキサイド、ジアシルパーオキサイド、パーオキシエステル、パーオキシ
ジカーボネートなどを挙げることができる。
【０２５３】
（界面活性剤）
　本発明の光硬化性組成物には、塗布性を改良する観点から、各種の界面活性剤を添加し
てもよい。界面活性剤としては、前述のフッ素系界面活性剤の他に、ノニオン系、カチオ
ン系、アニオン系の各種界面活性剤を使用できる。
　中でも、前記のノニオン系界面活性剤でパーフルオロアルキル基を有するフッ素系界面
活性剤や、ノニオン系界面活性剤が好ましい。
　フッ素系界面活性剤の具体例としては、大日本インキ化学工業（株）製のメガファック
（登録商標）シリーズ、３Ｍ社製のフロラード（登録商標）シリーズなどが挙げられる。
【０２５４】
　また、カチオン系界面活性剤として具体的には、フタロシアニン誘導体（市販品ＥＦＫ
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Ａ－７４５（森下産業社製））、オルガノシロキサンポリマーＫＰ３４１（信越化学工業
社製）、（メタ）アクリル酸系（共）重合体ポリフローＮｏ．７５、Ｎｏ．９０、Ｎｏ．
９５（共栄社油脂化学工業社製）、Ｗ００１（裕商社製）等が挙げられる。
　ノニオン系界面活性剤として具体的には、ポリオキシエチレンラウリルエーテル、ポリ
オキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、ポリオキシ
エチレンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリ
エチレングリコールジラウレート、ポリエチレングリコールジステアレート、ソルビタン
脂肪酸エステル（ＢＡＳＦ社製のプルロニックＬ１０、Ｌ３１、Ｌ６１、Ｌ６２、１０Ｒ
５、１７Ｒ２、２５Ｒ２、テトロニック３０４、７０１、７０４、９０１、９０４、１５
０Ｒ１等が挙げられる。
　更に、アニオン系界面活性剤として具体的には、Ｗ００４、Ｗ００５、Ｗ０１７（裕商
社製）等が挙げられる。
【０２５５】
（その他の添加剤）
　上記以外に、本発明の光硬化性組成物には各種の添加物を添加することができる。
　添加物の具体例としては、ガラス、アルミナ等の充填剤；イタコン酸共重合体、クロト
ン酸共重合体、マレイン酸共重合体、部分エステル化マレイン酸共重合体、酸性セルロー
ス誘導体、水酸基を有するポリマーに酸無水物を付加させたもの、アルコール可溶性ナイ
ロン、ビスフェノールＡとエピクロルヒドリンとから形成されたフェノキシ樹脂などのア
ルカリ可溶の樹脂；ＥＦＫＡ－４６、ＥＦＫＡ－４７、ＥＦＫＡ－４７ＥＡ、ＥＦＫＡポ
リマー１００、ＥＦＫＡポリマー４００、ＥＦＫＡポリマー４０１、ＥＦＫＡポリマー４
５０（以上森下産業社製）、ディスパースエイド６、ディスパースエイド８、ディスパー
スエイド１５、ディスパースエイド９１００（サンノプコ社製）等の高分子分散剤；ソル
スパース３０００、５０００、９０００、１２０００、１３２４０、１３９４０、１７０
００、２４０００、２６０００、２８０００などの各種ソルスパース分散剤（ゼネカ社製
）；アデカプルロニックＬ３１，Ｆ３８，Ｌ４２，Ｌ４４，Ｌ６１，Ｌ６４，Ｆ６８，Ｌ
７２，Ｐ９５，Ｆ７７，Ｐ８４，Ｆ８７、Ｐ９４，Ｌ１０１，Ｐ１０３，Ｆ１０８、Ｌ１
２１、Ｐ－１２３（旭電化社製）及びイソネットＳ－２０（三洋化成社製）；２－（３－
ｔ－ブチル－５－メチル－２－ヒドロキシフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、
アルコキシベンゾフェノン等の紫外線吸収剤；及びポリアクリル酸ナトリウム等の凝集防
止剤等がある。
【０２５６】
　また、未硬化部のアルカリ溶解性を促進し、光硬化性組成物の現像性の更なる向上を図
る場合には、本発明の光硬化性組成物に、有機カルボン酸、好ましくは分子量１０００以
下の低分子量有機カルボン酸を添加することが好ましい。
　具体的には、例えば、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、ピバル酸、カプロン
酸、ジエチル酢酸、エナント酸、カプリル酸等の脂肪族モノカルボン酸；シュウ酸、マロ
ン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セ
バシン酸、ブラシル酸、メチルマロン酸、エチルマロン酸、ジメチルマロン酸、メチルコ
ハク酸、テトラメチルコハク酸、シトラコン酸等の脂肪族ジカルボン酸；トリカルバリル
酸、アコニット酸、カンホロン酸等の脂肪族トリカルボン酸；安息香酸、トルイル酸、ク
ミン酸、ヘメリト酸、メシチレン酸等の芳香族モノカルボン酸；フタル酸、イソフタル酸
、テレフタル酸、トリメリト酸、トリメシン酸、メロファン酸、ピロメリト酸等の芳香族
ポリカルボン酸；フェニル酢酸、ヒドロアトロパ酸、ヒドロケイ皮酸、マンデル酸、フェ
ニルコハク酸、アトロパ酸、ケイ皮酸、ケイ皮酸メチル、ケイ皮酸ベンジル、シンナミリ
デン酢酸、クマル酸、ウンベル酸等のその他のカルボン酸が挙げられる。
【０２５７】
　更に、本発明の光硬化性組成物には、熱重合防止剤を添加してもよい。
　熱重合防止剤としては、例えば、ハイドロキノン、ｐ－メトキシフェノール、ジ－ｔ－
ブチル－ｐ－クレゾール、ピロガロール、ｔ－ブチルカテコール、ベンゾキノン、４，４
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’－チオビス（３－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２，２’－メチレンビス（４
－メチル－６－ｔ－ブチルフェノール）、２－メルカプトベンゾイミダゾール等が有用で
ある。
【０２５８】
　本発明の光硬化性組成物は、既述の本発明の顔料分散組成物に対し、重合性化合物、及
び光重合開始剤、更には、必要に応じて、アルカリ可溶性樹脂や溶剤、界面活性剤等の添
加剤を加えることで、調製することができる。
【０２５９】
　本発明の光硬化性組成物は、本発明の特定高分子化合物を含有する本発明の顔料分散組
成物を含むことから、顔料の分散性に優れ、またこれにより形成された硬化膜の色特性に
も優れる。
　そのため、良好な色特性が求められるカラーフィルタの着色領域を形成するために好適
に用いることができる。
【０２６０】
＜カラーフィルタ＞
　本発明のカラーフィルタは、基板上に、前述の本発明の光硬化性組成物により形成され
た着色領域を有することを特徴とする。
　ここで、着色領域とは、３色或いは４色の着色パターン（画素部）と、ブラックマトリ
クスと、の両方を含むものである。
　以下、本発明のカラーフィルタについて、その製造方法を通じて詳述する。
【０２６１】
　本発明のカラーフィルタの製造方法について説明する。
　まず、本発明の光硬化性組成物を、直接又は他の層を介して基板上に、回転塗布、スリ
ット塗布、流延塗布、ロール塗布、バー塗布等の塗布方法により塗布して、光硬化性組成
物からなる塗布膜を形成する（塗布工程）。その後、塗布膜に対し、所定のマスクパター
ンを介して露光を行う（露光工程）。露光後、塗布膜の未硬化部を現像液で現像除去する
（現像工程）。これらの工程を経ることで、各色（３色或いは４色）の画素からなる着色
パターンが形成され、カラーフィルタを得ることができる。
　このような方法により、液晶表示素子や固体撮像素子に用いられるカラーフィルタをプ
ロセス上の困難性が少なく、高品質で、且つ、低コストに作製することができる。
　以下、各工程について詳細に説明する。
【０２６２】
〔塗布工程〕
　まず、塗布工程で用いられる基板について説明する。
　本発明のカラーフィルタに用いられる基板としては、例えば、液晶表示素子等に用いら
れる無アルカリガラス、ソーダガラス、パイレックス（登録商標）ガラス、石英ガラス、
及びこれらに透明導電膜を付着させたものや、固体撮像素子等に用いられる光電変換素子
基板、例えば、シリコーン基板や、プラスチック基板が挙げられる。
　これらの基板上には、各画素を隔離するブラックマトリクスが形成されていたり、密着
促進等のために透明樹脂層が設けられたりしていてもよい。
　また、プラスチック基板は、その表面に、ガスバリヤー層及び／又は耐溶剤性層を有し
ていることが好ましい。
【０２６３】
　この他に、薄膜トランジスター（ＴＦＴ）方式カラー液晶表示装置の薄膜トランジスタ
ー（ＴＦＴ）が配置された駆動用基板（以下、「ＴＦＴ方式液晶駆動用基板」という。）
を用い、この駆動用基板上にも、本発明の光硬化性組成物を用いてなる着色パターンを形
成し、カラーフィルタを作製することができる。
　ＴＦＴ方式液晶駆動用基板における基板としては、例えば、ガラス、シリコーン、ポリ
カーボネート、ポリエステル、芳香族ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリイミド等を挙
げることができる。これらの基板には、所望により、シランカップリング剤等による薬品
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処理、プラズマ処理、イオンプレーティング、スパッタリング、気相反応法、真空蒸着等
の適宜の前処理を施しておくこともできる。例えば、ＴＦＴ方式液晶駆動用基板の表面に
、窒化ケイ素膜等のパッシベーション膜を形成した基板を用いることができる。
【０２６４】
　塗布工程において、本発明の光硬化性組成物を基板に塗布する方法としては、特に限定
されるものではないが、スリット・アンド・スピン法、スピンレス塗布法等のスリットノ
ズルを用いる方法（以下、スリットノズル塗布法という）が好ましい。
　スリットノズル塗布法において、スリット・アンド・スピン塗布法とスピンレス塗布法
は、塗布基板の大きさによって条件は異なるが、例えば、スピンレス塗布法により第五世
代のガラス基板（１１００ｍｍ×１２５０ｍｍ）を塗布する場合、スリットノズルからの
着色感光性組成物の吐出量は、通常、５００マイクロリットル／秒～２０００マイクロリ
ットル／秒、好ましくは８００マイクロリットル／秒～１５００マイクロリットル／秒で
あり、また、塗工速度は、通常、５０ｍｍ／秒～３００ｍｍ／秒、好ましくは１００ｍｍ
／秒～２００ｍｍ／秒である。
　また、塗布工程で用いられる光硬化性組成物の固形分としては、通常、１０％～２０％
、好ましくは１３％～１８％である。
【０２６５】
　基板上に本発明の光硬化性組成物による塗布膜を形成する場合、該塗布膜の厚み（プリ
ベーク処理後）としては、一般に０．３μｍ～５．０μｍであり、望ましくは０．５μｍ
～４.０μｍ、最も望ましくは０．５μｍ～３．０μｍである。
　また、固体撮像素子用のカラーフィルタの場合であれば、塗布膜の厚み（プリベーク処
理後）は、０．５μｍ～５．０μｍの範囲が好ましい。
【０２６６】
　塗布工程において、通常は、塗布後にプリベーク処理を施す。必要によっては、プリベ
ーク前に真空処理を施すこともできる。
　真空乾燥の条件は、真空度が、通常、０．１ｔｏｒｒ～１．０ｔｏｒｒ、好ましくは０
．２ｔｏｒｒ～０．５ｔｏｒｒ程度である。
　また、プリベーク処理は、ホットプレート、オーブン等を用いて５０℃～１４０℃の温
度範囲で、好ましくは７０℃～１１０℃程度であり、１０秒～３００秒の条件にて行うこ
とができる。なお、プリベーク処理には、高周波処理などを併用してもよい。高周波処理
は単独でも使用可能である。
【０２６７】
〔露光工程〕
　露光工程では、前述のようにして形成された光硬化性組成物からなる塗布膜に対し、所
定のマスクパターンを介して露光を行う。
　露光の際に使用される放射線としては、特に、ｇ線、ｈ線、ｉ線、ｊ線等の紫外線が好
ましい。
　なお、液晶表示装置用のカラーフィルタを製造する際には、プロキシミテイ露光機、ミ
ラープロジェクション露光機により、主として、ｈ線、i線を使用した露光が好ましく用
いられる。
　また、固体撮像素子用のカラーフィルタを製造する際には、ステッパー露光機にて、主
として、ｉ線を使用することが好ましい。
　なお、ＴＦＴ方式液晶駆動用基板を用いてカラーフィルタを製造する際には、用いられ
るフォトマスクは、画素（着色パターン）を形成するためのパターンの他、スルーホール
或いはコの字型の窪みを形成するためのパターンが設けられているものが使用される。
【０２６８】
〔現像工程〕
　現像工程では、露光後の塗布膜の未硬化部を現像液に溶出させ、硬化分のみを基板上に
残存させる。
　現像温度としては、通常２０℃～３０℃であり、現像時間としては２０秒～９０秒であ
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る。
　現像液としては、未硬化部における光硬化性組成物の塗布膜を溶解する一方、硬化部を
溶解しないものであれば、いずれのものも用いることができる。
　具体的には、種々の有機溶剤の組合せやアルカリ性の水溶液を用いることができる。
【０２６９】
　現像に用いられる有機溶剤としては、本発明の光硬化性組成物を調製する際に使用でき
る既述の溶剤が挙げられる。
　また、アルカリ性の水溶液としては、例えば、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭
酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、硅酸ナトリウム、メタ硅酸ナトリウム、アンモニア
水、エチルアミン、ジエチルアミン、ジメチルエタノールアミン、テトラメチルアンモニ
ウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド、コリン、ピロール、ピペリ
ジン、１，８－ジアザビシクロ－［５，４，０］－７－ウンデセン等のアルカリ性化合物
を、濃度が０．００１質量％～１０質量％、好ましくは０．０１質量％～１質量％となる
ように溶解したアルカリ性水溶液が挙げられる。
　アルカリ性水溶液には、例えば、メタノール、エタノール等の水溶性有機溶剤や界面活
性剤等を適量添加することもできる。
【０２７０】
　現像方式は、デイップ方式、シャワー方式、スプレー方式などいずれでもよく、これに
スウィング方式、スピン方式、超音波方式などを組み合わせてもよい。現像液に触れる前
に、被現像面を予め水等で湿しておいて、現像むらを防ぐこともできる。また、基板を傾
斜させて現像することもできる。
　また、固体撮像素子用のカラーフィルタを製造する場合にはパドル現像も用いられる。
【０２７１】
　現像処理後は、余剰の現像液を洗浄除去するリンス処理を経て、乾燥を施した後、硬化
を完全なものとするために、加熱処理（ポストベーク）が施される。
　リンス工処理は通常は純水で行うが、省液のために、最終洗浄で純水を用い、洗浄初期
は使用済の純水を使用したり、また、基板を傾斜させて洗浄したり、超音波照射を併用し
たりする方法を用いてもよい。
【０２７２】
　リンス処理後、水切り、乾燥をした後に、通常、約２００℃～２５０℃の加熱処理を行
う。
　この加熱処理（ポストベーク）は、現像後の塗布膜を、上記条件になるようにホットプ
レートやコンベクションオーブン（熱風循環式乾燥機）、高周波加熱機等の加熱手段を用
いて、連続式或いはバッチ式で行うことができる。
【０２７３】
　以上の各工程を、所望の色相数に合わせて各色毎に順次繰り返し行うことにより、複数
色の着色された硬化膜（着色パターン）が形成されてなるカラーフィルタを作製すること
ができる。
　本発明のカラーフィルタは、コントラストが高く、色濃度ムラの小さい、色特性の良好
であることから、固体撮像素子又は液晶表示素子に好適に用いることができる。
【０２７４】
　本発明の光硬化性組成物の用途としては、主に、カラーフィルタの着色パターンへの用
途を中心に説明したが、カラーフィルタを構成する着色パターン（画素）を隔離するブラ
ックマトリックスの形成にも適用することができる。
　基板上のブラックマトリックスは、カーボンブラック、チタンブラックなどの黒色顔料
の加工顔料を含有する着色感光性組成物を用い、塗布、露光、及び現像の各工程を経て、
その後、必要に応じて、ポストベークすることにより形成することができる。
【０２７５】
＜液晶表示素子、固体撮像素子＞
　本発明のカラーフィルタは、液晶表示素子用及び固体撮像素子用に好適に用いることが
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と対向させ、間隙部に液晶を満たして密封することにより、液晶表示素子であるパネルが
得られる。また、例えば、受光素子上にカラーフィルタを形成することにより、固体撮像
素子が得られる。
【実施例】
【０２７６】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明は以下の実施例に限定さ
れるものではない。なお、特に断りのない限り、「％」「部」は質量基準である。
【０２７７】
＜本発明に係る分散剤の合成＞
［合成例１］
　ε－カプロラクトン１１４．１ｇ、ドデカノール１８．６ｇをモノブチルスズ触媒０．
５ｇ存在下にて、９０℃で８時間反応させた。この反応物にイタコン酸無水物１１．２ｇ
を投入し、さらに９０℃にて２時間加熱し、ポリカプロラクトン化合物（４－１１）を得
た。
　この反応液と、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネート）
〔ＤＰＭＰ；堺化学工業（株）製〕３９．１ｇ、及び下記の吸着部位を有し、かつ炭素－
炭素二重結合を有する化合物（Ａ－１）５８．４ｇを、１－メトキシプロパノールを固形
分濃度３０質量％になるように調整、溶解させ、窒素気流下、７０℃に加熱した。これに
２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）〔Ｖ－６５、和光純薬工業（株
）製〕０．０６ｇを加えて３時間加熱した。更に、Ｖ－６５を０．０６ｇ加え、窒素気流
下、７０℃で３時間反応させた。室温まで冷却することで、以下に示す本発明の分散剤１
の３０％溶液を得た。
【０２７８】
【化４９】

【０２７９】
［合成例２］
　化合物（Ａ－１）をイタコン酸２６．０ｇに変更した以外は、前記合成例１と同様にし
て、以下に示す本発明の分散剤２の３０％溶液を合成した。
【０２８０】
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【化５０】

【０２８１】
［合成例３］
　ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネートの量を２６．１ｇ
にし、化合物（Ａ－１）を化合物（Ａ－２）５７．６ｇに変更した以外は、前記合成例１
と同様にして、以下に示す本発明の分散剤３の３０％溶液を合成した。
【０２８２】

【化５１】

【０２８３】
［合成例４］
　ε－カプロラクトン１１４．１ｇ、オクタン酸７．９ｇをチタンテトラブトキシド触媒
０．５ｇ存在下にて、１５０℃で８時間反応させた。この反応物にアリルグリシジルエー
テル１２．５ｇを投入し、さらに９０℃にて２時間加熱し、ポリカプロラクトン化合物（
６－８）を得た。
　この反応液と、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネート）
〔ＤＰＭＰ；堺化学工業（株）製〕１９．６ｇ、及び下記の吸着部位を有し、かつ炭素－
炭素二重結合を有する化合物（Ａ－３）２３．２ｇを、１－メトキシプロパノールを固形
分濃度３０質量％になるように調整、溶解させ、窒素気流下、７０℃に加熱した。これに
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２，２’－アゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）〔Ｖ－６５、和光純薬工業（株
）製〕０．０６ｇを加えて３時間加熱した。更に、Ｖ－６５を０．０６ｇ加え、窒素気流
下、７０℃で３時間反応させた。室温まで冷却することで、以下に示す本発明の分散剤４
の３０％溶液を得た。
【０２８４】
【化５２】

【０２８５】
［合成例５］
　ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネート）の量を３９．１
ｇ、化合物（Ａ－３）をフェニルマレイミド４３．３ｇに変更した以外は、前記合成例４
と同様にして、以下に示す本発明の分散剤５の３０％溶液を得た。
【０２８６】

【化５３】

【０２８７】
［合成例６］
　ヒドロキシメチルアクリレートのε－カプロラクトン１０モル付加体〔プラクセルＦＡ
－１０Ｌ、トルエン３０％希釈液；ダイセル化学工業（株）製〕２８０．０ｇと、ジペン
タエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネート）〔ＤＰＭＰ；堺化学工業
（株）製〕３９．２ｇ、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテートを全固形分
濃度３０質量％になるように調整、５０℃に加熱した。これに、ジメチルアミノプロピル
アクリレート３１．２ｇを３０分かけて滴下し、そのまま６時間加熱しマイケル付加反応
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させた。反応終了後、室温まで冷却することで、以下に示す本発明の分散剤６の３０％溶
液を得た。
【０２８８】
【化５４】

【０２８９】
［合成例７］
　ε－カプロラクトン１１４．１ｇ、エチルヘキサノール６．５ｇをモノブチルスズ触媒
０．５ｇ存在下にて、１００℃で８時間反応させた。この反応物にカレンズＡＯＩ（協和
発酵社製）７．０ｇを投入し、さらに８０℃にて２時間加熱し、ポリカプロラクトン化合
物（４－５）を得た。
　この反応液と、ジペンタエリスリトールヘキサキス（３－メルカプトプロピオネート）
〔ＤＰＭＰ；堺化学工業（株）製〕１９．６ｇ、プロピレングリコールモノメチルエーテ
ルアセテートを全固形分濃度３０質量％になるように調整、５０℃に加熱した。これに、
ジメチルアミノプロピルアクリレート１５．６ｇを３０分かけて滴下し、そのまま６時間
加熱しマイケル付加反応させた。反応終了後、室温まで冷却することで、以下に示す本発
明の分散剤７の３０％溶液を得た。
【０２９０】

【化５５】

【０２９１】
［合成例８］
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　ε－カプロラクトン１１４．１ｇ、オクタン酸７．９ｇをチタンテトラブトキシド触媒
０．５ｇ存在下にて、１５０℃で８時間反応させ、ポリカプロラクトン化合物（３－２－
１）を得た。
　この反応液に、イソシアヌル酸トリグリシジル〔東京化成工業（株）製〕１４．８ｇ、
および下記の、吸着部位を有し、かつグリシジルと反応するカルボン酸を有する化合物（
Ａ－４）２５．２ｇを投入し、１－メトキシプロパノールを固形分濃度３０質量％になる
ように調整、溶解させた。これを窒素気流下、１００℃にて６時間加熱した。反応終了後
、室温まで冷却することで、以下に示す本発明の分散剤８の３０％溶液を得た。
【０２９２】
【化５６】

【０２９３】
［合成例９］
　化合物（Ａ－４）を化合物（Ａ－５）２０．５ｇに変更した以外は、前記合成例８と同
様にして、以下に示す本発明の分散剤９の３０％溶液を得た。
【０２９４】

【化５７】

【０２９５】
＜比較分散剤の合成＞
［合成例１０］
　特開２００７－２７７５１４記載の合成方法に従い、下記、比較分散剤１を合成した。
【０２９６】
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【化５８】

【０２９７】
［合成例１１］
　公知の方法に従って、ポリアミンポリエステルを合成し、比較分散剤２とした。構造式
は下記の通りである。
【０２９８】
【化５９】

【０２９９】
［合成例１２］
　合成例８の方法に従って、ポリエステル化合物（３－２－１）を合成し、比較分散剤３
とした。
【０３００】
（実施例１）
＜顔料分散組成物の調製＞
　下記組成（１）の成分を混合し、ホモジナイザーを用いて回転数３，０００ｒ．ｐ．ｍ
．で３時間撹拌して混合し、顔料を含む混合溶液を調製した。
【０３０１】
〔組成（１）〕
・Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド２５４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９０部
・下記表１に記載の顔料誘導体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
・下記表１に記載の特定高分子化合物または比較用高分子化合物（３０質量％溶液）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
・１－メトキシ－２－プロピルアセテート　　　　　　　　　　　　　　　　　６００部
【０３０２】
　続いて、上記より得られた混合溶液を、更に０．２ｍｍφジルコニアビーズを用いたビ
ーズ分散機ディスパーマット（ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製）にて６時間分散処理を行ない、そ
の後更に、減圧機構付き高圧分散機ＮＡＮＯ－３０００－１０（日本ビーイーイー（株）
製）を用いて、２０００ｋｇ／ｃｍ３の圧力下で流量５００ｇ／ｍｉｎとして分散処理を
行った。この分散処理を１０回繰り返し、顔料分散組成物を得た。
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【０３０３】
＜顔料分散組成物の評価＞
　得られた顔料分散組成物について、下記の（１）～（２）の評価を行った。結果を表１
にまとめて示す。
【０３０４】
（１）粘度の測定、評価
　得られた顔料分散組成物について、Ｅ型粘度計を用いて、分散直後の顔料分散組成物の
粘度η１（初期粘度）及び分散後室温にて１週間経過した後の顔料分散組成物の粘度η２
（経時粘度）を測定し、増粘の程度を評価した。ここで、初期粘度および経時粘度が低い
ということは、顔料の分散性が良好であることを示す。また初期粘度と経時粘度との差が
小さいということは、分散剤に起因する粘度の上昇が抑制されており、分散安定性が良好
であることを示す。
【０３０５】
（２）コントラストの測定、評価
　得られた顔料分散組成物を、ガラス基板上に塗布し、乾燥後の塗布膜の厚さが１μｍに
なるようにサンプルを作製した。２枚の偏光板の間にこのサンプルを置き、偏光軸が平行
のときと垂直のときとの透過光量を測定し、その比をコントラストとした（この評価法は
、「１９９０年第７回　色彩光学コンファレンス、５１２色表示１０．４“サイズＴＦＴ
－ＬＣＤ用カラーフィルター、植木、小関、福永、山中」を参考にした）。ここで、コン
トラストが高いことは、顔料が高度に微細化された状態で均一に分散されているため、透
過率すなわち着色力が高いことを示す。
【０３０６】
【表１】

【０３０７】
　表１の結果より、本発明の特定高分子化合物を含有する実施例の顔料分散組成物は、比
較例の顔料分散組成物に比べて、顔料の分散性、分散安定性に優れ、形成された膜のコン
トラストが高いことがわかる。
【０３０８】
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　実施例１における組成（１）の高分子化合物および顔料誘導体について、表１に記載の
化合物に変更した以外は、実施例１と同様にして、実施例２～９および比較例１～２の顔
料分散組成物を得た。当該顔料分散組成物について実施例１と同様の方法で、粘度および
コントラストの評価を行った。結果を表１に示す。
【０３０９】
　表１における高分子化合物は、上述した合成例における高分子化合物（分散剤１～９お
よび比較分散剤１～３）である。
　また表１における顔料誘導体の構造式を下記に示す。
【０３１０】
【化６０】

【０３１１】
（実施例１０）
＜顔料分散組成物の調製＞
　下記組成（２）の成分を混合し、ホモジナイザーを用いて回転数３，０００ｒ．ｐ．ｍ
．で３時間撹拌して混合し、顔料を含む混合溶液を調製した。
【０３１２】
〔組成（２）〕
・Ｃ．Ｉ．ピグメント・グリーン３６　　　　　　　　　　　　１００部
・下記表２に記載の顔料誘導体　　　　　　　　　　　　　　　　１０部
・下記表２に記載の特定高分子化合物または比較用高分子化合物（３０質量％溶液）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２０部
・１－メトキシ－２－プロピルアセテート　　　　　　　　　　７５０部
【０３１３】
　続いて、上記より得られた混合溶液を、更に０．３ｍｍφジルコニアビーズを用いたビ
ーズ分散機ディスパーマット（ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製）にて６時間分散処理を行ない、そ
の後更に、減圧機構付き高圧分散機ＮＡＮＯ－３０００－１０（日本ビーイーイー（株）
製）を用いて、２０００ｋｇ／ｃｍ３の圧力下で流量５００ｇ／ｍｉｎとして分散処理を
行った。この分散処理を１０回繰り返し、顔料分散組成物を得た。
【０３１４】
＜顔料分散組成物の評価＞
　得られた顔料分散組成物について、実施例１と同様にして、前記の（１）～（２）の評
価を行った。結果を表２にまとめて示す。
【０３１５】
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【表２】

【０３１６】
　表２の結果より、本発明の特定高分子化合物を含有する実施例の顔料分散組成物は、顔
料の分散性、分散安定性に優れ、形成された膜のコントラストが高いことがわかる。
【０３１７】
（実施例１１～１６および比較例３～４）
　実施例１０における組成（２）の高分子化合物について、表１に記載の化合物に変更し
た以外は、実施例１０と同様にして、実施例１１～１６および比較例３～４の顔料分散組
成物を得た。当該顔料分散組成物について実施例１０と同様の方法で、粘度およびコント
ラストの評価を行った。結果を表２に示す。
【０３１８】
　表２における高分子化合物は、上述した合成例における高分子化合物（分散剤１～９お
よび比較分散剤１～３）である。
　また表１における顔料誘導体の構造式は前記したものと同様である。
【０３１９】
（実施例１７）
＜顔料分散組成物の調製＞
　下記組成（３）の成分を混合し、ホモジナイザーを用いて回転数３，０００ｒ．ｐ．ｍ
．で３時間撹拌して混合し、顔料を含む混合溶液を調製した。
【０３２０】
〔組成（３）〕
・Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：６　　　　　　　　　　　　　８５部
・下記表３に記載の顔料誘導体　　　　　　　　　　　　　　　　　１５部
・下記表３に記載の特定高分子化合物または比較用高分子化合物（３０質量％溶液）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５０部
・１－メトキシ－２－プロピルアセテート　　　　　　　　　　　６００部
【０３２１】
　続いて、上記より得られた混合溶液を、更に０．２ｍｍφジルコニアビーズを用いたビ
ーズ分散機ディスパーマット（ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製）にて６時間分散処理を行ない、そ



(66) JP 2010-53182 A 2010.3.11

10

20

30

40

50

の後更に、減圧機構付き高圧分散機ＮＡＮＯ－３０００－１０（日本ビーイーイー（株）
製）を用いて、２０００ｋｇ／ｃｍ３の圧力下で流量５００ｇ／ｍｉｎとして分散処理を
行った。この分散処理を１０回繰り返し、顔料分散組成物を得た。
【０３２２】
＜顔料分散組成物の評価＞
　得られた顔料分散組成物について、実施例１と同様にして、前記の（１）～（２）の評
価を行った。結果を表３にまとめて示す。
【０３２３】
【表３】

【０３２４】
　表３の結果より、本発明の特定高分子化合物を含有する実施例の顔料分散組成物は、顔
料の分散性、分散安定性に優れ、形成された膜のコントラストが高いことがわかる。
【０３２５】
（実施例１８～２３および比較例５～６）
　実施例１７における組成（３）の高分子化合物について、表３に記載の化合物に変更し
た以外は、実施例１７と同様にして、実施例１８～２３および比較例５～６の顔料分散組
成物を得た。当該顔料分散組成物について実施例１７と同様の方法で、粘度およびコント
ラストの評価を行った。結果を表３に示す。
【０３２６】
　表３における高分子化合物は、上述した合成例における高分子化合物（分散剤１～９お
よび比較分散剤１～３）である。
　また表３における顔料誘導体の構造式は前記したものと同様である。
【０３２７】
　表１～３から明らかなように、本発明の特定重合体を含有する実施例の顔料分散組成物
は、比較例に比べ、顔料の分散性、分散安定性に優れ、コントラストが高いことがわかる
。
【０３２８】
（実施例２４）
＜顔料分散組成物の調製＞
　下記組成（４）の成分を混合し、ホモジナイザーを用いて回転数３，０００ｒ．ｐ．ｍ
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．で３時間撹拌して混合し、顔料を含む混合溶液を調製した。
【０３２９】
〔組成（４）〕
・Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５：６　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０部
・Ｃ．Ｉ．ピグメント・バイオレット２３（平均１次粒子径：２６ｎｍ）　　　　２０部
・下記表４に記載の顔料誘導体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５部
・下記表４に記載の特定高分子化合物または比較用高分子化合物（３０質量％溶液）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６０部
・１－メトキシ－２－プロピルアセテート　　　　　　　　　　　　　　　　　７５０部
【０３３０】
　続いて、上記より得られた混合溶液を、更に０．３ｍｍφジルコニアビーズを用いたビ
ーズ分散機ディスパーマット（ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製）にて６時間分散処理を行ない、そ
の後更に、減圧機構付き高圧分散機ＮＡＮＯ－３０００－１０（日本ビーイーイー（株）
製）を用いて、２０００ｋｇ／ｃｍ３の圧力下で流量５００ｇ／ｍｉｎとして分散処理を
行なった。この分散処理を１０回繰り返し、顔料分散組成物を得た。
【０３３１】
＜着色感光性組成物の調製＞
　上記のようにして得られた顔料分散組成物を用いて、下記の着色感光性組成物を調製し
た。
【０３３２】
・上記にて調製した顔料分散組成物　　　　　　　　　　　　　　　　２０００部
・ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ（日本化薬社製）（光重合性化合物）　　　１００部
・４－［ｏ－ブロモ－ｐ－Ｎ，Ｎ－ジ（エトキシカルボニル）アミノフェニル］－２，６
－ジ（トリクロロメチル）－Ｓ－トリアジン（光重合開始剤）　　　　　　３０部
・メタクリル酸ベンジル／メタクリル酸（＝７５／２５［質量比］）共重合体（重量平均
分子量：１２，０００）のプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート溶液（固
形分３０％）（アルカリ可溶性樹脂）　　　　　　　　　　　　　　　　４００部
・１－メトキシ－２－プロピルアセテート（溶剤）　　　　　　　　　　３９０部
【０３３３】
＜着色感光性組成物を用いたカラーフィルタの作製＞
　得られた着色感光性組成物（カラーレジスト液）を、１００ｍｍ×１００ｍｍのガラス
基板（１７３７、コーニング社製）上に、色濃度の指標となるｘ値が０．６５０となるよ
うに塗布し、９０℃のオーブンで６０秒間乾燥させた（プリベーク）。その後、塗布膜の
全面に２００ｍＪ／ｃｍ２にて（照度２０ｍＷ／ｃｍ２）露光し、露光後の塗布膜をアル
カリ現像液ＣＤＫ－１（富士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ（株）製）の１％水
溶液にて、６０秒間シャワー現像した。静止後、純水をシャワー状に散布して現像液を洗
い流した。そして、上記のように露光及び現像が施された塗布膜を２２０℃のオーブンで
１時間加熱処理し（ポストベーク）、ガラス基板上にカラーフィルタ用の着色パターン（
着色領域）を形成し、着色フィルタ基板（カラーフィルタ）を作製した。
【０３３４】
＜着色感光性組成物及びカラーフィルタの評価＞
　作製された着色感光性組成物及び着色フィルタ基板（カラーフィルタ）について、以下
のようにして評価を行った。結果を下記表４にまとめて示す。
【０３３５】
（１）コントラスト
　カラーフィルタの着色パターン上に偏光板を置いて着色パターンを挟み込み、偏光板が
平行時の輝度と直交時の輝度とをトプコン社製のＢＭ－５を用いて測定し、平行時の輝度
を直交時の輝度で除して得られる値（＝平行時の輝度／直交時の輝度）を、コントラスト
を評価するための指標とした。値が大きいほど高コントラストであることを示す。
【０３３６】
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（２）アルカリ現像液に対する溶解性、及びアルカリ現像液中の懸濁物の評価
　アルカリ現像液（商品名：ＣＤＫ－１、富士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ（
株）製）の１０％水溶液１００ｇを１５０ｍｌビーカーに計りとる。
　一方、１００ｍｍ×１００ｍｍのガラス基板（商品名：１７３７　コーニング社製）上
に前記着色感光性組成物を膜厚２．５μｍとなるように塗布し、９０℃のオーブンで６０
秒乾燥（プリベーク）した試料を、２５ｍｍ×１００ｍｍとなるようにガラスを切断し、
うち２枚を塗布面が外側となるよう重ね合わせ、測定試料を作製した。
　この測定試料を、上記のようにして準備した現像液中に浸漬しては抜き上げする上下動
作を２０回繰り返し、プリベーク後の塗布膜の溶解性と現像液中の懸濁物の有無を目視判
断した。
　なお、現像液中の浸漬時間は１回当たり１秒～２秒であった。
【０３３７】
　評価指標は以下の通りである。ここで、指標の数字が大きいほど、塗布膜の現像性が良
好なことを示す。
－評価指標－
　５：上下動１回～１０回で塗布膜が完溶、且つ、アルカリ現像液中の懸濁物なし
　４：上下動１１回～２０回で塗布膜が完溶、且つ、アルカリ現像液中の懸濁物なし
　３：上下動１回～１０回で塗布膜が完溶するが、アルカリ現像液中に懸濁物あり
　２：上下動１１回～２０回で塗布膜が完溶するが、アルカリ現像液中に懸濁物あり
　１：上下動２０回でも塗布膜が不溶
【０３３８】

【表４】

【０３３９】
　表４から明らかなように、本発明の特定高分子化合物を含有する顔料分散組成物を用い
て作製されたカラーフィルタは、優れたアルカリ現像性および高いコントラストを有して
いることがわかる。
【０３４０】
（実施例２５～２７および比較例７）
　実施例２４における組成（４）の高分子化合物および顔料誘導体について、表４に記載
の化合物に変更した以外は、実施例２４と同様にして、実施例２５～２７および比較例７
の着色感光性組成物を調製し、カラーフィルタを作製した。当該着色感光性組成物及びカ
ラーフィルタについて実施例２４と同様の方法で、（１）コントラスト、（２）アルカリ
現像液に対する溶解性、及びアルカリ現像液中の懸濁物の評価を行った。結果を表４に示
す。
【０３４１】
　表４における高分子化合物は、上述した合成例における高分子化合物（分散剤１～９お
よび比較分散剤１～３）である。
　また表４における顔料誘導体の構造式を下記に示す。
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【０３４２】
【化６１】

【０３４３】
【化６２】

【０３４４】
（実施例２８）
＜レジスト液の調製＞
　下記組成の成分を混合して溶解し、レジスト液を調製した。
【０３４５】
〔レジスト液の組成〕
・プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　　　１９．２０部
・乳酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６．６７部
・メタクリル酸ベンジル／メタクリル酸／メタクリル酸－２－ヒドロキシエチル（モル比
＝６０／２２／１８）共重合体の４０％プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテ
ート（ＰＧＭＥＡ）溶液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０．５１部
・ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ（日本化薬社製）　　　　　　　　　　　　　１２．２０部
・重合禁止剤（ｐ－メトキシフェノール）　　　　　　　　　　　　　　０．００６１部
・フッ素系界面活性剤（Ｆ－４７５、大日本インキ化学工業（株）製）　　　０．８３部
・ＴＡＺ－１０７（みどり化学社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５８６部
【０３４６】
＜下塗り層付シリコンウエハーの作製＞
　６ｉｎｃｈシリコンウエハーを、オーブン中で２００℃下で３０分間、加熱処理した。
次いで、このシリコンウエハー上に前記レジスト液を乾燥膜厚が１．５μｍになるように
塗布し、更に２２０℃のオーブン中で１時間加熱乾燥させて下塗り層を形成し、下塗り層
付シリコンウエハー基板を得た。
【０３４７】
＜顔料分散組成物の調製＞
　下記組成（５）の成分を混合し、ホモジナイザーを用いて回転数３，０００ｒ．ｐ．ｍ
．で３時間撹拌して混合し、顔料を含む混合溶液を調製した。
【０３４８】
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〔組成（５）〕
・下記表５に記載の顔料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００部
・下記表５に記載の特定高分子化合物または比較用高分子化合物（３０質量％溶液）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００部
・１－メトキシ－２－プロピルアセテート　　　　　　　　　　　　　　　　７５０部
【０３４９】
　続いて、上記より得られた混合溶液を、更に０．８ｍｍφジルコニアビーズを用いたビ
ーズ分散機ディスパーマット（ＧＥＴＺＭＡＮＮ社製）にて３時間分散処理を行ない、そ
の後更に、減圧機構付き高圧分散機ＮＡＮＯ－３０００－１０（日本ビーイーイー（株）
製）を用いて、２，０００ｋｇ／ｃｍ３の圧力下で流量５００ｇ／ｍｉｎとして分散処理
を行なった。この分散処理を５回繰り返し、顔料分散組成物を得た。
【０３５０】
＜着色感光性組成物の調製＞
　上記で得られた顔料分散組成物を用い、下記組成となるように撹拌、混合を行なって着
色感光性組成物の溶液を調製した。
【０３５１】
・顔料分散組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０００部
・ＣＧＩ－１２４（チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製；オキシム系光重合開始剤）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０部
・ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ（日本化薬社製）（光重合性化合物）　　　　２０部
・ＴＯ－７５６（東亞合成社製、光重合性化合物）　　　　　　　　　　　３５部
・プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート　　　　　　　　　２０部
【０３５２】
＜着色感光性組成物を用いたカラーフィルタの作製及び評価＞
（感度の評価）
　上記のように調製した着色感光性組成物を、前述の方法で得られた下塗り層付シリコン
ウエハーの下塗り層上に塗布し、塗布膜を形成した。そして、この塗布膜の乾燥膜厚が０
．７μｍになるように、１００℃のホットプレートを用いて１２０秒間加熱処理（プリベ
ーク）を行なった。
　次いで、ｉ線ステッパー露光装置ＦＰＡ－３０００ｉ５＋（Ｃａｎｏｎ（株）製）を使
用して、３６５ｎｍの波長でパターンが１．５μｍ四方のＩｓｌａｎｄパターンマスクを
通して５０～１２００ｍＪ／ｃｍ２の範囲で種々の露光量で露光した。
　その後、露光後の塗布膜が形成されているシリコンウエハー基板をスピン・シャワー現
像機（ＤＷ－３０型、（株）ケミトロニクス製）の水平回転テーブル上に載せ、ＣＤ－２
０００（富士フイルムエレクトロニクスマテリアルズ（株）製）を用いて２３℃で６０秒
間、パドル現像を行ない、シリコンウエハー上に着色パターン（着色領域）を形成した。
【０３５３】
　着色パターンが形成されたシリコンウエハーを真空チャック方式で前記水平回転テーブ
ルに固定し、回転装置によって該シリコンウエハーを回転数５０ｒ．ｐ．ｍ．で回転させ
つつ、その回転中心の上方より純水を噴出ノズルからシャワー状に供給してリンス処理を
行ない、その後、スプレー乾燥した。
【０３５４】
　ここで、露光工程において光が照射された領域の現像後の膜厚が、露光前の膜厚１００
％に対して９５％以上であった最小の露光量を露光感度として評価した。露光感度の値が
小さいほど感度が高いことを示す。評価結果を表５に示す。
【０３５５】
（色ムラの評価）
　輝度分布を下記方法で解析し、平均からのズレが±５％以内である画素が全画素数に占
める割合をもとに色ムラを評価した。評価基準は以下の通りである。
　まず、上記のように調製した着色感光性組成物を、前述の方法で得られた下塗り層付シ
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リコンウエハーの下塗り層上に塗布し、塗布膜を形成した。そして、この塗布膜の乾燥膜
厚が０．７μｍになるように、１００℃のホットプレートを用いて１２０秒間加熱処理（
プリベーク）を行なった。
【０３５６】
　このようにして得られた単色の着色硬化膜を、光学顕微鏡の観測レンズと光源との間に
設置して光を観測レンズに向けて照射し、その透過光状態を倍率１０００倍のデジタルカ
メラが設置された光学顕微鏡によって観察した。光学顕微鏡に設置されたデジタルカメラ
には１２８万画素のＣＣＤが搭載されており、透過光状態にある着色硬化膜表面を撮影し
た。撮影画像は８ビットのビットマップ形式でデジタル変換したデータ（デジタル画像）
として保存した。なお、着色硬化膜表面の撮影は任意に選択した２０の領域に対して行っ
た。
　また、デジタル変換したデータは、撮影画像をＲＧＢの３原色それぞれの輝度を０～２
５５までの２５６階調の濃度分布として数値化して保存した。
【０３５７】
　次いで、保存されたデジタル画像について、１つの格子サイズが実基板上の２μｍ四方
に相当するように、格子状に区分し、一つの区画内での輝度を平均化した。
　本実施例においては、１２８万画素のデジタルカメラで光学１０００倍の画像を撮影し
たため、実基板上の２μｍは撮影画像上の２ｍｍとなり、ディスプレイ上における画像サ
イズが４５２ｍｍ×３５２ｍｍであったことから、一つの領域における総区画数は３９７
７６個であった。
【０３５８】
　各領域の全区画について、任意の１区画とそれに隣接する全ての隣接区画の平均輝度と
を計測した。隣接区画の平均輝度との差が５以上の区画を有意差区画と認定し、全領域の
有意差区画の平均総数と、全領域の有意差区画の平均総数が各領域の全区画数（３９７７
６個）に対して占める割合とを算出した。
【０３５９】
　評価基準は以下の通りである。評価結果を表５に示す。
－評価基準－
　○：平均からのズレが２％未満
　△：平均からのズレが２％以上５％未満
　×：平均からのズレが５％以上
【０３６０】
【表５】

【０３６１】
（実施例２９～３０および比較例８～１０）
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　実施例２８における組成（５）の顔料および高分子化合物について、表５に記載の化合
物に変更した以外は、実施例２８と同様にして、実施例２９～３０および比較例８～１０
の着色感光性組成物を得た。当該着色感光性組成物を用いて実施例２８と同様の方法で、
感度および色ムラの評価を行った。結果を表５に示す。
　表５における高分子化合物は、上述した合成例における高分子化合物（分散剤１～９お
よび比較分散剤１～３）である。
【０３６２】
　表５に示されるように、実施例の着色感光性組成物は、比較例と比べ、感度が高く、ま
た、実施例の着色感光性組成物から得られた着色硬化膜には色ムラが生じないことが分か
る。
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